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議事日程 

  平成17年６月14日 午前10時 開 議 

 日程第１ 

  会議録署名議員の指名 

 日程第２ 

  第67号議案 平成17年度大洲市一般会計補 

        正予算（第１号） 

  第68号議案 平成17年度大洲市国民健康保 

        険特別会計補正予算（第１ 

        号） 

  第69号議案 平成17年度大洲市国民健康保 

        険診療所特別会計補正予算 

        （第１号） 

  第70号議案 平成17年度大洲市老人保健特 

        別会計補正予算（第１号） 

  第71号議案 平成17年度大洲市介護保険特 

        別会計補正予算（第１号） 

  第72号議案 平成17年度大洲市介護サービ 

        ス事業特別会計補正予算（第 

        １号） 

  第73号議案 平成17年度大洲市簡易水道事 

        業特別会計補正予算（第１ 

        号） 

  第74号議案 平成17年度大洲市港湾施設事 

        業特別会計補正予算（第１ 

        号） 

  第75号議案 平成17年度大洲市土地区画整 

        理事業特別会計補正予算（第 

        １号） 

  第76号議案 平成17年度大洲市農業集落排 

        水事業特別会計補正予算（第 

        １号） 

  第77号議案 平成17年度大洲市公共下水道 

        事業特別会計補正予算（第１ 

        号） 

  第78号議案 平成17年度大洲市温泉事業特 

        別会計補正予算（第１号） 

  第79号議案 平成17年度大洲市水道事業会 

        計補正予算（第１号） 

  第80号議案 平成17年度大洲市病院事業会 
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        計補正予算（第１号） 

  第81号議案 大洲市人事行政の運営等の状 

        況の公表に関する条例の制定 

        について 

  第82号議案 大洲市国民健康保険税条例の 

        一部改正について 

  第83号議案 大洲市簡易水道及び飲料水供 

        給事業等使用条例の一部改正 

        について 

  第84号議案 財産の貸付について 

  第85号議案 辺地に係る公共的施設の総合 

        整備計画について 

  第86号議案 大洲市過疎地域自立促進計画 

        について 

  第87号議案 八幡浜・大洲地区広域市町村 

        圏組合規約の変更について 

  第88号議案 平成16年度大洲市歳入歳出決 

        算の認定について 

  第89号議案 平成16年度長浜町歳入歳出決 

        算の認定について 

  第90号議案 平成16年度肱川町歳入歳出決 

        算の認定について 

  第91号議案 平成16年度河辺村歳入歳出決 

        算の認定について 

  第92号議案 平成16年度大洲市企業会計決 

        算の認定について 

  第93号議案 平成16年度長浜町企業会計決 

        算の認定について 

  第94号議案 専決処分した事件の報告並び 

        に承認を求めることについて 

  （全議案に対する質疑並びに市政全般に対 

  する質問） 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 第67号議案～第94号議案 

  ～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

午前10時00分 開 議 

○田中堅太郎議長 これより本日の会議を開き

ます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 本日の議事日程は、お手元

に配付してあるとおりであります。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 まず、日程第１、会議録署

名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員に、22番田中五月議

員、23番山崎逞議員を指名いたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 次に、尾崎教育部長より発

言の申し出がありますので、特にこれを許しま

す。 

○尾崎公男教育部長 議長 

○田中堅太郎議長 尾崎教育部長 

〔尾崎公男教育部長 登壇〕 

○尾崎公男教育部長 それでは、議長さんのお

許しをいただきましたので、昨日の梅木加津子

議員さん御質問のスクールバスの運行について

の答弁の訂正をさせていただきます。 

 昨日私の方から梅木議員さんへ、スクールバ

スの運行についての答弁をいたしましたが、そ

の中で、スクールバスにつきましては僻地児

童・生徒援助費補助金の交付を受け、遠距離通

学児童・生徒の通学条件の緩和を目的に取得し

たものでありますので、目的外に利用すること

はできないとの答弁をいたしましたが、この答

弁に一部誤りがありましたので、まことに申し

わけないことでございますが、答弁の訂正をお

願い申し上げるものでございます。 

 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律並びに施行令及び文部科学省告示を再度見

直しましたところ、スクールバスを取得後６年

を経過したものにつきましては、関係機関との

協議があれば目的外の使用も可能となることが

判明をいたしました。 

 旧大洲市では、スクールバスの運行につきま
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して、補助金の交付目的に沿ってのみ運行をし

ていたことから、法令等の解釈が浅かったこと

によりましてこのような誤りが起こったものと

反省をしているところでございます。 

 今後におきましては、地域の実情を踏まえな

がら、市内の学校間の均衡あるいは財政状況等

を十分考慮した上で、教育用財産としてどのよ

うな利用方法が可能であるかなどを検討し、市

内である程度統一した有効活用ができるよう前

向きに検討してまいりたいと考えておりますの

で、御理解を賜りますようお願いを申し上げま

す。 

 今後法令等の解釈につきましては、十分注意

をして取り扱いたいと考えておりますので、御

理解を賜りますようお願いを申し上げまして再

答弁とさせていただきます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 次に、日程第２、第67号議

案から第94号議案までの議案28件を一括して議

題といたします。 

 全議案に対する質疑並びに市政全般に対する

質問を行います。 

 通告がありますので、順次発言を許します。 

 まず、有友正本議員の発言を許します。 

○８番有友正本議員 議長 

○田中堅太郎議長 有友正本議員 

〔８番 有友正本議員 登壇〕 

○８番有友正本議員 私は、通告に基づき順次

質問してまいりますので、理事者の皆さんの誠

意ある回答をお願いいたします。 

 まず、財政問題からお尋ねしてまいります。 

 いささか気が早過ぎるかもしれませんが、現

時点でも意義のあることではないかと考え質問

させていただきます。 

 現時点で今年度の最終財政規模をどのように

計算されているのでしょう。また、今年度末時

点で公債費残高は幾らになるのかお尋ねいたし

ます。 

 次いで、昨年度末と比較して今年度公債費残

高は幾ら削減される計画になっておるのでしょ

うか。 

 次に、土地開発公社についてお尋ねしてまい

ります。 

 2003年度は大阪市の３つの第三セクターそし

て北海道の住宅供給公社、和歌山県の土地開発

公社などでの特定調停へ向けた動きがあらわれ

ました。そして、昨年は長崎県、千葉県の住宅

供給公社における特定調停へ向けた動きが表面

化しております。 

 このような一連の動きに対して、立命館大学

の白川一郎教授は、自治体が全額出資した地方

公社の経営破たんは、これ以上は自治体が手の

施しようがない限界に達した状態と表現されて

おります。 

 今回議案説明会で説明された土地開発公社所

有の阿蔵・高山用地の対策は、私も白川教授同

様、これ以上自治体が手の施しようがない限界

に達した状態だと感じております。 

 まず、土地開発公社の現状をどのように把握

されているのでしょうか。民間企業であればと

っくに破産処理が終了し、跡形もない状態であ

ると考えます。 

 ４年前福岡県赤池町は、財政再建団体から脱

出しましたが、赤池町が財政再建団体へ転落し

た直接の原因は、土地開発公社の赤字を普通会

計へ繰り入れたことからこの状態になっており

ます。 

 当大洲市でも、多額の借入金を持つ土地開発

公社を抱えております。そこで、現状をどのよ

うに把握されているのか、次の２点をお尋ねし

ます。 

 まず、簿価は購入価格に毎年金利が上乗せさ

れ、雪だるま式に大きくなっておりますが、実

勢価格、時価は逆にバブル景気の崩壊以降毎年

のように下がっております。土地開発公社の保

有地の簿価と時価の価格の差をどのように把握

しておられるのでしょうか。 

 次に、昨年度で土地開発公社の保有地に対す
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る金利は幾らかかっているのでしょう。仮に約

50億円の保有地があり、年間金利が１％とする

と、約5,000万円の金利が必要になります。年

収500万円の世帯が10世帯１年間生活できる計

算になります。低金利の時代になり、利率は低

下していると思いますが、昨年度で年間幾ら金

利が必要だったでしょうか。 

 さらに、このような大洲市土地開発公社の現

状を招いた原因はどこにあったと分析されるの

か、見解を伺います。 

 既に各地で土地開発公社については特定調停

が行われております。大洲市においても特定調

停を行い、その上で阿蔵・高山用地については

愛媛県の強い要請で大洲市が取得した経過があ

るわけですから、県への支援要請を行い、最終

的にその上で今回提案された措置を採用しては

いかがでしょう。 

 次に、山鳥坂ダム問題についてお尋ねしま

す。 

 活動を中止していたかに見えた旧肱川町の山

鳥坂ダム建設反対期成同盟会は、５月初旬総会

を開催し、改めて山鳥坂ダム建設に反対するこ

とを圧倒的多数で可決したと確認しておりま

す。 

 さらに、ダム建設の前提となるつけかえ県道

の測量実施についても難航しておると聞いてお

ります。 

 また、肱川漁協では繰り返し山鳥坂ダムの反

対決議を行っております。 

 国土交通省、愛媛県は、山鳥坂ダム建設へ向

け順調に手順を進めているかのように見えます

が、実は報道されないところでさらなる混迷が

続いていると言わざるを得ません。 

 このような現状を招いた大きな原因の一つ

に、流域住民の声を明確にしてこなかった、む

しろ明確にすることを避けてきたことが上げら

れます。今回の山鳥坂ダム建設反対期成同盟の

反対決議に対する市長の見解を伺います。 

 次に、クマタカ問題についてお尋ねします。 

 ４月末に開催された山鳥坂ダム環境検討委員

会において、注目種からクマタカを除外するこ

とが決定されました。私は環境評価、環境アセ

スメントとは、事業の影響をなくす、事業の影

響を最小限にとどめるだけでなく、事業の正当

性、環境保全の重要性をアピールすることに意

義があると考えております。 

 このことから、生態系の頂点とされるクマタ

カを除外することによって、環境調査の意義を

広く周知させる機会を国土交通省みずからが放

棄し、同時に、何が何でも山鳥坂ダムを建設す

ることを明確にしたことを示すものと考えます

が、市長の見解を伺いたいと思います。 

 次に、扶桑社版歴史公民教科書についてお尋

ねします。 

 まず、大洲市教育委員会では扶桑社版歴史公

民教科書をどのように評価しているのかを伺い

ます。 

 この歴史公民教科書は、教育課程審議会答申

に対し適応しているのでしょうか。まず、その

中で２点私はお尋ねします。 

 問題解決能力の育成に資する教科書になって

いるのか。教育課程審議会答申では、知識の暗

記に陥りがちな教材の精選を図るとともに、学

び方や問題解決能力の育成に資する教材を豊富

にするなど、教科書のあり方を工夫する必要が

あるとされております。扶桑社版歴史公民教科

書は、これに適応しているでしょうか。 

 次に、教科書検定の際の具体的判断基準を定

めた義務教育諸学校教科用図書検定基準では、

図書の内容に他の教科、学習指導要領に示す他

の分野または他の領域、道徳及び特別活動の内

容と矛盾するところや不必要に重複していると

ころはないこととされておりますが、重複記述

は避けられているでしょうか。 

 次に、中央公民館の館長人事についてお尋ね

します。 

 なぜこのような事件が発生したのか、発生の

原因をお尋ねします。どうして市長部局から中

－57－ 



央公民館長人事に関し教育委員会への指示が行

われたのでしょう。今回の人事は明らかに教育

委員会制度が採用されている趣旨を無視した行

為と指摘せざるを得ません。 

 上司からの指示を無限に受け入れる体質が市

職員の間に蔓延しているのでしょうか。職員採

用の際の宣誓書には、地方自治の本旨を呈する

とともに、公務を民主的かつ効率的に、能率的

に運営するべく責任を深く自覚し、全体の奉仕

者として誠実かつ公正に職務を執行することを

固く誓いますと記載されております。全職員が

読み上げ、署名をしたはずです。 

 次に、懲罰についてお尋ねします。 

 総務省の自治行政局公務員部公務員課発行の

地方公共団体における汚職事件に関する調べの

概要の13年度版によりますと、13年度には公文

書偽造事件が３件発生し、これに対する行政上

の措置は、免職が１、停職が３となっておりま

す。 

 この概要で３件の内容は明らかになっており

ませんが、これに対する措置は明らかに今回の

大洲市の処分より重いものになっております。

今回の懲罰委員会の決定でよいのでしょうか。 

 次に、今後このような事件を発生させないた

めに、どのような防止策を考えていらっしゃる

のかお尋ねしておきます。 

 最後に、大洲市議会の在任特例に対する市長

の見解を伺います。 

 合併協議会で10カ月の在任特例が適用される

ことに決定されました。そして、６カ月が経過

しましたが、日ごとに在任特例に対する市民の

皆さんの批判の声が強くなっていると感じてお

ります。 

 私は１月の臨時議会で、在任特例を検討する

特別委員会の設置を提案し、その後３回特別委

員会を傍聴させていただきました。そこでの在

任特例を是とする代表的な意見は、20回の合併

協議会で積み残したことを決定するための在任

特例だ。したがって、在任特例を適用すること

に何ら問題はないとする意見が大半であったと

思っております。 

 そこで、私の感じたことは、合併協議会は在

任特例を適用するために行われたのかなと。

20回で決定されないことが残るのであれば、

25回やっても30回やっても合併協議会はよかっ

たのではないか。なぜ20回しか開催されなかっ

たのかというのが私の率直な感想であります。 

 ある新聞社の報道によりますと、総務省の合

併推進課は、在任特例を設けた理由を２つ上げ

ております。その一つが、地域の代表が急激に

減少することを避け、新しい自治体への移行を

円滑にするとするのが１点であります。２点目

として、議員は職を失うため、合併に対し消極

的になりやすい。そうした障害を除去する観点

からとして２つ目の理由を説明しております。 

 そこで、改めて在任特例の是非を市長はどの

ように考えていらっしゃるのかお尋ねいたしま

す。 

 以上、私の一般質問を終わらせていただきま

す。理事者の皆さんの明快な御答弁をお願いい

たします。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、ただいまの有友議

員さんの御質問のうち、３点についてお答えを

いたしたいと思います。 

 まず最初に、財政問題でございますが、最終

財政規模と公債費残高についてお尋ねがござい

ました。平成17年度の一般会計最終財政規模に

つきましては、約250億円程度を見込むもので

あります。 

 また、平成16年度末における地方債現在高に

つきましては、一般会計366億3,077万円、特別

会計70億3,584万円、企業会計103億9,550万

円、合計で540億6,211万円という状況になって

おります。 

 公債費残高削減についてはどうかというお尋
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ねでございますが、この地方債残高が平成17年

度の財政運営でどの程度減るのかということで

ございますが、今年度の借り入れにつきまして

は、一般会計で繰越事業分を含めまして約32億

円を計画しております。一方、償還額が約39億

円ありますので、差し引き約７億7,000万円程

度減る見込みでございます。 

 特別会計９会計につきましては、公共下水道

整備事業の推進によりまして、約5,000万円程

度ふえる見込みであります。 

 また、企業会計３会計につきましては、約４

億5,000万円程度減る見込みでありまして、全

会計で約11億7,000万円程度は減少する見込み

でありますが、起債管理につきましては、毎年

度の収支バランスの維持や中・長期的な視点に

よりまして慎重に行ってまいる必要があろうか

と考えとる次第でございます。 

 それから、第２点でございますが、大きい３

番の中で山鳥坂ダム問題につきまして、建設反

対期成同盟会が５月に総会を開いて、大半反対

決議をされたように聞いておるがという、市長

はどう考えておるかというこの１点でございま

すが、これは私もそのような概略の報告は受け

ておるわけでございますが、ただ議員さんの立

場と私のもともとの立場と違うもんですから、

推進する側と反対する側とはおのずと物の言い

方は変わってこうかと思います。 

 私は、いろいろ障害もありましょうが、百年

の大計に立ってぜひやっていかないけんという

気持ちで今回も立候補いたしましたし、皆さん

方の御支持を得てこの場に立っておると理解を

しておりますので、肱川旧町の皆さんに、全体

の方に、こういう特定の方だけでございません

で、お話をさせてもらって、そういう意見も踏

まえながら、あるということは事実でございま

すんで、それは踏まえながらやっていくと。顔

も変わりましたし、市役所の体制も変わりまし

たんで、そういうスタッフでまた国・県の力を

かりながら、地元の御同意を得て取り組んでい

こうという気持ちで心新たにしとるところでご

ざいまして、そういう期成同盟会のそういう模

様が経過としてあったということは十分踏まえ

てございますが、そこら辺も御理解いただきな

がら今後取り進めていきたいという認識をして

おりますので、ひとつ有友議員さんもまた責め

るところは責めてもらって結構でございます

が、議員さんの地元でも堤防の問題はやっぱり

避けて通れない、議員さんもそうは言いながら

一番気になるとこだろうと思いますので、その

点はひとつよろしく御協力方お願いしたらと思

います。 

 それから、第３点で私が名指しで質問をされ

ております在任特例でございますが、この問題

はまさに今佳境に入っておる問題でございまし

て、私が軽々に発言すべきでないと思っており

ますが、この問題についての見解を言えという

ことでございますんで、あえて述べさせていた

だきます。 

 この件につきましては、さきの３月定例会の

場でもお二人の議員さんに重々お答えを申し上

げましたように、議会の皆様みずからが特別委

員会を今設置されまして検討を重ねられておる

ところでございまして、先日、けさの新聞でし

ょうか、お隣の八幡浜市の状況も報道されてお

ります。そういったような種々の事情を十分に

勘案されまして、いずれ当市議会でも賢明な判

断を下されるものと思っております。その結果

は十分に尊重してまいる所存でございますの

で、私といたしましては、合併協議会当時、議

員の一人としてともに確認をしてきた立場で、

そういう経過も十分知り尽くしておりますの

で、ここで今立場が変わった上で見解を申し上

げるということは差し控えさせていただいたら

幸せだがというふうに思っておる次第でござい

ます。 

 以上、大変な問題でございますが、よろしく

御判断いただきますようお願い申し上げまして

私からの３点の答弁にかえさせていただきま
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す。 

○首藤馨助役 議長 

○田中堅太郎議長 首藤助役 

〔首藤馨助役 登壇〕 

○首藤馨助役 有友議員さん御質問の土地開発

公社についてお答えをさせていただきます。 

 土地開発公社の保有資産は、阿蔵・高山用地

を含めまして平成16年度末現在、面積で44ヘク

タール、簿価で45億円となっておるところでご

ざいます。 

 議員さん御質問の簿価と時価との乖離でござ

いますが、分譲団地につきましては、処分開始

する折に鑑定等により時価を把握しておるとこ

ろでございます。現在すべての時価を把握して

いるところではございませんが、昨日もお答え

いたしましたとおり、不動産鑑定事務所２社に

よりまして現地を確認させまして、すべての資

産について適正価格、処理方法、処理時期等に

ついて意見をいただくよう依頼をしているとこ

ろでございます。 

 また、年間の金利でございますが、約

4,000万円となっておるところでございます。 

 このような現状を招いた原因といたしまして

は、阿蔵・高山用地のように開発計画が実を結

ばなかったこと、また長期にわたる景気の停滞

及び国、地方を通じる財政状況の悪化等を背景

といたしまして、大洲市の事業の繰り延べや見

直しによる買い戻しのおくれなどによりまし

て、保有期間が長期にわたったことも原因の一

つであると考えております。 

 健全化の方向といたしましては、今回総務省

より土地開発公社の健全化対策が講ぜられるこ

とになりまして、この健全化対策を取り組むと

したものでございます。あわせまして金融機関

の金利の交渉も進めまして、低利での借り入れ

に努めてまいっておるところでございます。 

 議員御提案の特定調停でございますが、まず

健全化対策を進めてまいりますので、現在のと

ころ考えてはおらないわけでございます。調停

には法的な効力はないわけでございますが、債

権者の同意が１点は必要でございます。 

 特定調停以前に大洲市による再建計画が必要

であると考えておるところでございます。今回

の総務省より出されました経営健全化対策によ

りまして、公共用地取得事業債、これによりま

して買い取りをいたしまして、あわせて他の資

産につきましても金利の引き下げ等を交渉して

いくことが最優先であると考えておるところで

ございます。 

 今後も開発公社の経営健全化対策につきまし

ては、議員各位及び関係機関との十分な協議検

討を行いまして進めてまいりたいと考えており

ますので、御理解と御協力をお願いいたしたい

と思います。 

 以上、お答えといたします。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○田中堅太郎議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 それでは、私の方か

らは、山鳥坂ダム問題のうちクマタカ問題につ

いてお答えをいたします。 

 環境影響評価は、山鳥坂ダム建設の適否を判

断するものではございませんで、事業の実施が

環境に及ぼす影響について総合的に評価するも

のでございます。 

 また、山鳥坂ダム環境検討委員会は、ダム建

設事業について環境面からの技術的助言を専門

家からいただきまして、環境影響評価の方法書

を作成することを目的としたものと伺っており

ます。 

 生物の調査におきましては、全体的な生息種

の確認を目的とした基本的な調査を行い、その

後確認をされた重要種を対象とした重要種の調

査及び生態系に関する注目種の調査が実施され

るようでございます。 

 注目種の選定におきましては、年間を通じて

定着をしていること、事業実施区域及びその周

辺への依存度が高いことなどの基準がございま
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す。 

 議員御指摘のクマタカは、ダム事業の実施区

域やその周辺に定着をしておりませんので、依

存度が低いことから上位性の注目種としての選

定をすることは適正ではないということで見送

られたものでございます。 

 しかしなお、飛翔は確認をされていることか

ら、重要な種として選定されておりますし、再

び事業実施区域に戻った場合は対応すると伺っ

ております。 

 クマタカは今後も種の保存の観点から重要種

としての調査は継続されることになっておりま

すので、どうか御理解をいただきたいと思いま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○尾崎公男教育部長 議長 

○田中堅太郎議長 尾崎教育部長 

〔尾崎公男教育部長 登壇〕 

○尾崎公男教育部長 それでは、私の方から

は、教科書についてと公民館長人事につきまし

てお答えを申し上げます。 

 まず、扶桑社版歴史公民教科書についてでご

ざいますが、どのように評価をしているのかと

いうことでございますが、教科書の選定につき

ましては、義務教育諸学校の教科用図書の無償

措置に関する法律施行例によりまして８月31日

までに行うこととなっております。 

 選定方法につきましては、大洲市と内子町は

同じ教科書を使用しておりますことから、大洲

喜多地区教科用図書採択協議会を設置いたしま

して、この中で十分協議を重ねまして、最終的

にはそれぞれの教育委員会で決定する運びとな

っております。 

 扶桑社の教科書についてどのように評価して

いるかということでございますが、現在はちょ

うど大洲喜多地区教科用図書採択協議会におき

まして、すべての教科書につきまして調査研究

をしている段階でございますので、教育委員会

としては、扶桑社の教科書について評価をでき

る立場ではございませんが、いずれにいたしま

しても、文部科学省の検定に合格をしたもので

ございますので、他の教科書と同列であるとい

うように認識をしているところでございます。 

 次に、教育課程審議会答申の適応についてと

いうことでございますが、扶桑社の教科書につ

きましては、啓蒙書、解説書になっている上、

間違いも多いとの御指摘でございますが、先ほ

ども申し上げましたように、現在は評価できる

立場ではございませんが、今後大洲喜多地区教

科用図書採択協議会におきまして、公平公正な

立場で総合的に評価していただけるものという

ように考えておりますので、御理解を賜ります

ようお願いを申し上げます。 

 次に、中央公民館長人事についてでございま

すが、まず発生原因についてでございますが、

今回の中央公民館長人事に関します一連の事件

につきましては、まず市部局より教育委員会の

人事について意見を述べられたことが第一の要

因と考えております。 

 さらに、大洲市公民館条例第３条の館長の任

命に関しましては、あらかじめ公民館運営審議

会の意見を聞かなければならないという定めを

遵守せず、正規な手続を経なかったことや、上

司から部下への指示におきまして、その内容に

適正さ、明確さが欠けたこと、また指示を受け

た部下におきましても、漫然と事務を遂行した

ことなど、公務員として適正な事務処理を怠っ

たことなどが主な要因であったというようにと

らえております。 

 次に、処分についてでございますが、今回の

職員の不祥事に対します処分につきましては、

地方公務員法に基づきまして厳正に対処してい

るところでございます。その処分の決定につき

ましては、職員の分限・懲戒審査会を開催いた

しまして、平等取り扱いの原則、公正の原則に

基づきまして、過去の事例や他市の事例、また

顧問弁護士の意見を参考にしながら、社会通念

上逸脱しない処分を決定したところでございま
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して、今回の処分につきましては、適正妥当な

処分であるものというように考えております。 

 次に、防止策についてでございますが、今後

の防止策といたしましては、先ほど発生要因と

してお答えしましたことを踏まえまして、法令

等の遵守のさらなる徹底と命令・指示系統の的

確性を確保することが必要であるというように

考えております。 

 さらに、それぞれの状況に応じまして一人一

人がみずから考え、的確な事務処理を実現する

能力の習得に向けまして、職員の指導を徹底

し、信頼回復に努めたいというように考えてお

りますので、御理解を賜りますようにお願いを

申し上げる次第でございます。 

 以上、お答えといたします。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 

（８番有友正本議員「ありません」と呼

ぶ） 

 次に、梅木良照議員の発言を許します。 

○１番梅木良照議員 議長 

○田中堅太郎議長 梅木良照議員 

〔１番 梅木良照議員 登壇〕 

○１番梅木良照議員 議長のお許しをいただき

ましたので、河辺会派を代表して質問をさせて

いただきます。 

 本議会には大洲市の平成17年度の補正予算が

提出され、新大洲市長として「きらめき創造大

洲－みとめあい ささえあう 肱川流域都市－」

を、そして南予の中核都市を目指されて、大森

市長のカラーを出されながらの予算編成がなさ

れております。 

 厳しい財政状況の中、大森市長の思いのほん

の一部しか具現できなかったのではないでしょ

うか。高度成長期に市長に就任されていたのだ

ったら、どんどん自分のカラーを予算に反映で

きたでしょうが、財政改革が最優先されなけれ

ばならない状況の中での予算編成に、もどかし

さといら立ちを感じられておられるのではない

でしょうか。 

 ただ、大森市長にはまだまだ十分時間がござ

います。英知を結集されながら強力なリーダー

シップを発揮されて、押しも押されもしない南

予の中核都市の地位を築かれることを熱望いた

します。 

 それでは、通告いたしております項目につい

て順次質問をさせていただきますので、２回

目、３回目の質問が要らないよう明快な答弁を

お願いいたします。 

 まず第１に、大洲市の第三セクターの現状と

支援についてお尋ねいたします。 

 国はもちろん全国的に自治体の財政は大変厳

しい状況下にあり、大洲市の財政も厳しい状況

にあることかと存じます。 

 このような中、財政健全化に向けて市長を初

め理事者の英知を結集しての取り組みがなされ

ており、今回特に重要視されている大洲市土地

開発公社経営健全化対策スケジュールが発表さ

れたわけですが、３代前の市長当時に発生し、

20年近く放置されていたこの問題に、就任間も

ない状況の中、間髪を入れずに取り組まれる大

森市長のリーダーシップに敬意とエールを送る

ものであります。 

 そのような経営健全化に積極的に取り組まれ

ている市長ですので、既に第三セクターの実態

調査も指示されていることかと思います。 

 先般の新聞報道でも、県内の第三セクターで

経営状況を公開した法人のうち、赤字法人は

41.7％、県内第三セク経営改善遠くと報道され

ており、議員としても非常に興味を持っておる

ところです。 

 そこでまず、大洲市の第三セクターの現状を

お聞かせいただきたい。出資比率ごとに大洲市

の第三セクターの法人数は何団体か、そのうち

黒字の団体数と黒字額、赤字の団体数と赤字

額、第三セクターへ大洲市が出資した補助金総

額をお尋ねいたします。 

 在任特例で在職する議員としては、どうして

も地域のことが心配であります。河辺地域には
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２つの第三セクターがあります。 

 １つは、ふるさとの宿の宿泊施設の管理運営

をメーンとした株式会社ゆうとぴあ河辺です

が、この方は設立後17年間になりますが、２年

目から黒字経営を続けており、厳しい環境下で

はありますが、引き続き地域のシンボル的存在

として発展してほしいと願っております。 

 もう一つに、担い手公社やまびこ有限会社が

あります。設立後まだ５カ月しか経過してない

会社ですので、もちろん黒字経営を望むのは無

理があります。現在まだ赤字経営だろうと思い

ます。赤字であれば、行政改革大綱の策定も目

前に迫っており、改革の矢面に立たされること

になります。 

 第三セクターになった段階で法的には支所

長、課長、担当者には決裁権はもちろん何の権

限もありません。そうかといって役場主導で設

立した会社ですので、担当者を初め課長、支所

長は責任を感じて経営改善に日夜頭を悩ませて

います。できればそっとしておいてほしいと願

っているのかもしれません。そこが私と少し意

見が異なるところで、私は大洲市役所には市長

を初め優秀なスタッフがたくさんおいでるので

すから、すべての情報を開示して御指導を受

け、せっかくつくった第三セクターの存続に向

けて対策を講じてほしいと願っております。 

 特に農林業受託部門は河辺地域住民が待望し

ていたものであります。高齢化が進む中、農林

作業もままならない住民の要望に十分こたえて

います。ぜひ存続していただきたい。 

 在任特例中の議員としては、このような機会

は最後かもしれませんので、取り越し苦労かも

しれませんが、費用対効果のみで判断されるこ

となく、地域の実情を酌んでいただき、自立へ

向けての対策と支援が必要と考えるが、市長の

お考えをお聞かせいただきたい。 

 次に、災害発生時の市民への情報伝達の確立

についてお尋ねをいたします。 

 昨年は例年にない台風の来襲を受け、河辺地

域では20時間以上の停電を２回経験し、文明社

会の不安定さを嫌というほど経験いたしまし

た。真っ暗やみでふろには入れない、御飯は炊

けない、冷凍室の食品はだめになる、テレビニ

ュースは見られない、携帯電話さえ使えなく、

役場からの情報は全く伝わらない不安な状況を

味わい、家庭での災害時の備えの重要性を認識

したところです。 

 各家庭の備えについては、今後広報、放送な

どの情報手段を通じて周知されることを希望し

ておきます。 

 ことしも既に台風４号の発生を見ておりま

す。ここで、災害時の市役所から市民への情報

伝達は万全か、お尋ねいたします。 

 河辺地域では、電話回線利用のオフトーク通

信から防災行政無線に切りかわりましたが、こ

の施設も停電になれば数時間しかもたないとも

お聞きしますが、20時間停電になった昨年の災

害を教訓に、その対策は十分にとられているの

かお尋ねします。 

 河辺地域のみならず災害時には、家屋災害は

もちろん、情報のおくれが人災まで招きかねな

い大洲地域や長浜地域での情報伝達体制は十分

にとられているのかお尋ねをいたします。 

 次に、災害時の交通網の確保についてお尋ね

します。 

 昨年の台風では、陸の孤島化した日が何日も

ありました。大洲に勤務していて河辺に帰る道

がすべて通行不能となり、大洲市のホテルに宿

泊したところ、ホテルの駐車場へとめておいた

車が水没した気の毒な方もおいでます。急病人

の搬送に上がった救急車が出られなくもなりま

した。 

 情報の遮断ももちろんですが、交通の遮断も

大変なことであります。病人は待ってくれな

い、勤務は休めない、でも何とかしなくてはな

らない。中心部の市民の皆様にはわからない周

辺部の悩みです。 

 昨年の台風来襲時は、それぞれの自治体の取
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り組みでしたが、今期は合併のメリットを生か

して総合的に対策を考えていただきたいと願っ

ております。 

 例えば河辺から肱川町への道も、メーンの県

道だけでなく、市の道路も何本かあります。そ

の道路を事前に調査し、草刈りや路面整備など

をし、いつでもどれかは代替道として通行でき

る状態にしておく対策が必要かと考えます。 

 もちろん河辺地域だけではなく、周辺部の地

域はすべてに言えることです。災害に強い町、

安心して住める町を提唱されている市長さんで

すので、十分御理解いただけると思います。 

 中心部だけでなく、大洲市全体が災害に強い

町、安心して住める町でなければなりません。 

 東京では、道路の防災対策などを考える災害

と道のシンポジウムが開催され、北側国土交通

相が、集落の孤立や迅速な救援、復旧活動を支

えるためには、道路斜面の防災対策や代替ルー

トの確保といった安全で信頼性の高い道路網の

確保が重要だと述べられています。 

 台風時期を迎えて、交通網事前調査及びその

対策についてのお考えをお聞かせいただきた

い。 

 次に、公平な市政運営についてお尋ねしま

す。 

 公平な市政運営は、合併市町村にとって旧市

町村間の垣根を取り除く最も重要な問題である

と考えますが、先般の肱南公民館長選任の際に

違和感を覚えたのは私一人ではないと思いま

す。 

 私は肱南公民館長選任の際の手続を問題にし

ているのではないことを最初にお断りしておき

ます。肱南公民館長が必ず中央公民館長になる

という取り決めがなされていることを初めて知

ったわけですが、旧大洲市においてどのような

事情で決められたのかは知りませんが、新大洲

市は旧４カ町村が対等合併してできたものです

し、また大洲市においても肱南以外の平野地区

でも、肱北地区でも、あるいは新谷地区でも、

中央公民館長として最もふさわしい人材があっ

ても選任できないことは、公平な市政運営に矛

盾がありはしないでしょうか。 

 今回新市発足で長浜町から教育長が誕生した

ように、広く人材を求める姿勢を貫くことはも

とより、市政全般に公平な運営をされること

が、旧市町村間に垣根のない住んでよかったと

思える一体感のある大洲市が築かれるのではな

いでしょうか。 

 市政全般に公平な運営をされるよう監視する

ことは、在任特例で在職する議員、特に周辺の

議員の最も重要な任務の一つと考え、教育委員

会には、今後の中央公民館長選任に大洲市全域

から有為な人材を登用するよう変更されるおつ

もりはないか、市長には、最高責任者として今

後人事はもとより、市政全般に公正な市政運営

をしていただくことを願い、改めて市長の所信

をお聞かせいただきたいと思います。 

 次に、情報格差についてお尋ねをいたしま

す。 

 この件につきましては、３月の定例会一般質

問でもいたしたわけですが、いま一つ前向きな

回答を得られなかったので、改めて質問をいた

します。 

 まず、大洲市は県と市町村でつくる県電子自

治体推進協議会に加盟されておられるでしょう

か。その無線ＬＡＮ検討部会は、高速インター

ネットに接続できない地域解消に向け、無線Ｌ

ＡＮを活用した実験結果をまとめられました。 

 県内の山間部や離島などにはブロードバンド

環境が未整備でオンラインの行政サービスを快

適に受けられない地域が残っており、同部会は

コストや技術などの観点から、無線ＬＡＮの有

効性を調べられました。 

 報告書では、小規模集落が点在し、各集落の

基地局が各戸から見通しのよい位置にある地域

では、無線ＬＡＮの有効性が最も発揮できると

されております。電子政府、電子自治体の実現

が目の前に迫っている現在、南予の中核都市を
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目指す大洲市として、先行して取り組まれる内

子町、今回の吉田町などにおくれないよう積極

的に取り組まれる必要があると考えますが、お

考えをお聞かせいただきたい。 

 以上で一般質問を終わります。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、ただいまの梅木良

照議員さんの御質問にお答えをいたします。 

 まず、冒頭言われましたように、できるだけ

今議会が最後にならんようにひとつ頑張ってい

ただきたいと思うことが１つと、それから大変

在任特例期間中の議会で皆さん大勢おられるわ

けでございますが、本当にこの後どうなるんじ

ゃろうかということを一番心配されておること

だというふうに私もよく理解できますんで、で

きるだけ誠意を持ってお答えをしたいと思って

おりますが、二、三点、私の方からお答え申し

上げ、あとの問題はそれぞれ助役以下で具体的

に御答弁申し上げますんで、よろしくお願いし

たらと思います。 

 農林関係の第三セクターの問題でございます

が、これは私も既に視察をさせていただきまし

て、貴重なイチゴを、まだ余りなっておらなん

だんですが、ぜひ食べてみてくれということで

ちょうだいいたしましたが、大変おいしい立派

なイチゴができておりまして、意気込みといい

ましょうか、よく頑張っておられるということ

は承知をしておりますし、経営の内部につきま

しては、これから長浜それから肱川町、次にや

まびこの関係、河辺のことにも入っていくと思

うんですが、順次第三セクターの会社の関係の

会合に出ておりますんで、御趣旨のほどはよく

踏まえて取り組んでいけるようにしたいという

ふうに思っております。 

 それから、道路あたりの問題があったわけで

すが、大変道路の問題も再々入らせていただき

まして、よく承知をしております。それで、迂

回路につきましても、何回か通らせていただき

ました。雪がのけてありましたが、非常に雪が

邪魔をしますんで、路肩狭い上になお狭くなっ

て大変難渋をしながら巡回をした経験を持たせ

ていただきました。 

 今回も辺地債あるいは過疎債、こういうもの

は長浜、肱川、河辺、大洲にも一部あるんです

が、そこら辺よく担当とも調整をいたしまし

て、河辺あたりもいろいろ行った中でお話がご

ざいました。そういうとこはできるだけ舗装も

したり、それから一部改良もしたりということ

で、特段の配慮をしたつもりではございます。

まだ具体的にはなかなか表明ができておらんと

思いますが、順次そういうことでおりていこう

かと思いますんで、この点はそういう気持ちを

持って当たったということだけは御理解をいた

だきたいと思う次第でございます。 

 それから、公平な市政運営について、これは

最も大事なことを言われたと思っております。

市政全般についてもしっかりこの問題は自覚を

してやれということだろうと思いますが、以下

準備しております答弁書がございますんで、そ

れに基づいて御答弁申し上げたいと思います。 

 特別職や各種委員会委員など公職の人事につ

きましては、市民の皆様に納得いただける公平

公正な人材登用が必要と考えておりますが、今

回の事案によりましてその重要性を改めて認識

したところでございます。 

 今後は、年齢、性別、特に女性の登用、肩書

きや経歴など先入観に余りとらわれることなく

幅広く人物本位で地域性等を考慮し、あらゆる

分野において意欲のある人材を発掘し、適材適

所に参画できるよう公平公正な登用を図ること

にしたいと基本的に考えております。 

 これらのことによりまして、市民の皆様の幅

広い意見が反映された風通しのよい市政が今後

進めていけるのではないかというふうに思って

おる次第でございます。 

 それから、市政全般の推進についてでござい
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ますが、これもやはり公平公正で各種施策の立

案や事業の実施が図られるよう、法令や条例に

従いまして適正な業務の執行に努めているとこ

ろであります。 

 御承知のとおり、今回大洲市では、地方自治

法の規定に基づき新市総合計画の策定に取り組

んでいるところでありますが、計画策定に当た

りましては、実効の上がる市民アンケートの実

施や総合計画審議会の開催等を通して市民の皆

様の御意見を十分にお伺いすることにしており

ます。 

 梅木議員御指摘のように、周辺地域の振興

策、これには特に配慮をいたしまして、一部地

域に偏った計画となることのないよう、中心部

と周辺地域とのバランスのとれた計画を策定し

ていきたいと思っております。 

 ただ、１つ私の経験から言わせていただきま

すと、いよいよ事業実施の段階目前に至りまし

て、地元の受け入れ体制のいかんによりまして

事業化に温度差が出てくることがままあるのも

事実だと思います。関係議員さん方には時とし

て御無理を言うことにもなろうかと思います

が、特段の御協力、お力添えを重ねていただき

ますようにお願いを申し上げたいと思う次第で

ございます。 

 さらに、周辺地域の事業の実施に当たりまし

ては、有利な先ほど申し上げましたような辺地

債や過疎債を優先的に充当いたしまして、地域

おこしなどまちづくりのソフト事業に対しまし

ても、国・県の合併支援策等を積極的に活用す

ることによりまして、周辺地域の振興には気配

りをしてまいりたいと考えております。 

 今後におきましては、市内各所で計画をして

おります地域審議会や市政懇談会の開催を通し

まして、市民の皆様のお考えを直接に私に聞か

せていただきまして、さらに公平で公正な市政

の推進に努めてまいりたいと考えておりますの

で、議員さん各位の御理解、御協力を重ねてよ

ろしくお願い申し上げる次第でございます。 

 その他につきましては、それぞれ助役以下が

お答えいたしますので、よろしくお願い申し上

げます。 

○首藤馨助役 議長 

○田中堅太郎議長 首藤助役 

〔首藤馨助役 登壇〕 

○首藤馨助役 梅木議員御質問中、大洲市の第

三セクターの現状と支援についてお答えをいた

します。 

 支援につきましては、先ほど市長が申しまし

たとおりでございます。細部にわたりますこと

についてお答えをさせていただきたいと思いま

す。 

 第三セクターの運営につきましては、収益性

を追求するだけでなく、公益性も重要視いたし

まして、このことによりまして地域住民のサー

ビスの向上を初め、地場産業の育成など民間レ

ベルとは異なる条件下で運営が行われてきたと

思っております。 

 しかしながら、御承知のように、第三セクタ

ーを取り巻く状況は、バブル崩壊後経済環境が

大きく変化いたしまして、その悪化の影響を受

けて経営が深刻化するなど、一段と厳しさが増

しておる状況でございます。 

 このことから、全国的にも第三セクターの運

営改善等に取り組む必要性が高まっておるとこ

ろでございます。第三セクターの経営いかんに

よりましては、出資自治体の財政運営にも大き

な影響を及ぼすケースもあり得ることでござい

ますので、当市といたしましても、定期的な経

営状況調査、団体への個別指導、全体指導など

によりまして健全な経営の確保に努めていると

ころであります。 

 御質問の第三セクターの法人数でございます

が、精算中の１法人を除きますと、大洲市全体

で８法人となっております。この８法人につき

まして、出資比率ごとにその内訳を申し上げま

すと、100％出資が２法人でございます。73％

出資が１法人でございます。60％出資が２法人
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でございます。50％出資が１法人でございま

す。38％出資しておるのが１法人でございま

す。0.3％の出資しておる法人が１でございま

す。 

 次に、経営の状況でございますが、平成15年

度の決算につきまして、本年１月に法人化いた

しました１法人と出資が１％にも満たない１法

人を除きました６法人について申し上げます

と、５法人が単年度黒字となっております。こ

の黒字額を合計いたしますと3,392万円となっ

ております。黒字経営を維持している状況にあ

るわけでございます。 

 また、残り１法人につきましては、離島から

の船舶による輸送を確保するという離島航路の

不採算性が起因しておるところでございます。

その状況を申し上げますと、平成14年で

3,144万円の損失となっておりますが、この欠

損額に対しましては、補助金といたしまして国

から2,766万円、愛媛県から187万円、旧長浜町

から191万円の支援を受けて運営がなされてお

るわけでございます。今後も国・県と一層協力

いたしまして、その維持改善に努めていくもの

と考えております。 

 このほか第三セクターに対する補助といたし

ましては、先ほど梅木議員さん言われましたと

おり、農林業事業体やまびこへの助成金

1,000万円を今年度当初に計上いたしておると

ころでございます。 

 このような状況でございますが、第三セクタ

ーに対します公的支援のあり方につきまして

は、平成15年12月総務省より第三セクターに関

する指針が示されております。この指針の主な

内容を申し上げますと、第三セクターは独立し

た事業体であり、その経営は当該三セクの自助

努力により行われるべきであり、単なる赤字補

てんを目的とした公的支援は行うべきではな

く、完全民営化を含めた既存三セクの見直しを

積極的に進めるべく適切な対処を求めるという

ものでございます。 

 今後当市といたしましては、定期的な点検評

価に努めまして、経営の安定と改善策の検討と

ともに、梅木議員御指摘のように、地域に根づ

いた責任ある企業として住民サービスの向上と

地域の振興など、公共的、公益的な面からもそ

の使命を果たしているかということを行政上の

判断に加味いたしまして市の支援のあり方など

についても考えてまいりたいと思っております

ので、御理解を賜りますようお願いいたしま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○小島健市企画財政部長 議長 

○田中堅太郎議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 それでは、私の方か

らは情報格差是正に関する御質問にお答えをし

てまいります。 

 まず、大洲市が愛媛県電子自治体推進協議会

に加盟しているかという御質問でございます

が、市町村行政手続の電子化につきましては、

平成14年度開催の県知事さんと全市町村長によ

る愛媛トップミーティングにおきまして、電子

自治体構築に向け共同で電子申請等の事業化を

進めるという方向で合意をされております。 

 その後、平成15年７月に県と県内の全市町村

が電子自治体の構築を進めるために、その推進

母体として設立いたしましたのが愛媛県電子自

治体推進協議会でございます。 

 この協議会には設立の当初から加入をいたし

ておりまして、新大洲市においても引き続き参

加をしている状況でございます。 

 梅木議員さん御指摘のように、無線ＬＡＮの

実証実験や有効性などについても、その実情な

ど情報の入手に努めまして研究をしてまいりた

いと考えております。 

 次に、情報格差是正についてどのように考え

ているかという御質問でございますが、御案内

のように、政府は平成12年11月にＩＴ基本戦略

を決定するとともに、ＩＴ基本法を定めており
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ます。そして、平成13年１月のｅ－Ｊａｐａｎ

戦略の決定を手始めといたしまして、段階的に

重点計画を掲げられまして、超高速ネットワー

クインフラの整備を目標とし、各種施策を推進

している状況にございます。 

 こういった状況下におきまして、合併前の旧

４市町村では平成16年度に、地域の距離感や情

報格差の是正を図るため、地域の皆さんが頻繁

に御利用をされます公民館などの公共施設を対

象といたしまして地域イントラネットを構築し

たところでございます。この情報基盤の整備

は、市町村合併に伴います地域情報化に対し一

定の成果があったものと考えているところでご

ざいます。 

 今後の情報化についての考え方でございます

が、地域情報化にはその目的によりましていろ

んな方法がありますし、また情報通信技術の進

歩は目覚しいものがあると考えております。 

 ただ、現段階では情報通信施設の整備やその

維持管理費には多額の費用が必要となるわけで

ございまして、その結果財政の悪化を招く要因

ともなりかねない面を持っておるのも事実でご

ざいます。 

 また、市民の皆さんの間では地域情報化に対

するニーズに開きがあるということも考えてい

るわけでございます。インターネットの利用状

況とかケーブルテレビの普及状況、利用者負担

などといった点を考慮した場合、より多くの皆

様に利用していただくにはその課題も多く、地

域情報化に対する機運が十分に醸成されている

とは言いがたい一面もあるのではないかという

ふうに認識をいたしております。 

 しかしながら、電子政府、電子自治体を目指

しました高度情報化社会への取り組みが、国及

び県におきまして着実に進められているのも事

実でございます。したがいまして、今後の情報

化につきましては、どのような方法でどのよう

なサービスを提供するのがより効果的で経済的

かなどにつきまして、国・県の支援の施策の動

向等もよく見きわめながら、中・長期財政計画

も踏まえて慎重に検討をして対応してまいりた

いと考えておりますので、御理解をいただきま

すようにお願いをいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○白石隆壽総務副部長 議長 

○田中堅太郎議長 白石総務部副部長 

〔白石隆壽総務副部長 登壇〕 

○白石隆壽総務副部長 それでは、私の方から

は災害発生時の市民への情報伝達機能の確立に

ついてお答えをいたします。 

 災害時における市役所から市民への情報伝達

につきましては、現在大洲市防災行政無線、大

洲消防署の緊急伝達システムいわゆる消防無線

でございます。それから、有線放送並びに広報

車により行っております。 

 また、現システムに加えまして、水防団や自

主防災組織そして地域の実情に詳しい区長さん

にも、必要とされる情報が的確に伝わるようそ

の見直しを行い、万全を期したいと、このよう

に考えております。 

 また、将来的には携帯電話やインターネット

を利用したシステムづくりについても総合的に

検討を行ってまいりたいと、このように考えて

おります。 

 以上、お答えといたします。 

○城戸良一建設農林副部長 議長 

○田中堅太郎議長 城戸建設農林部副部長 

〔城戸良一建設農林副部長 登壇〕 

○城戸良一建設農林副部長 それでは、私の方

からは災害時の交通網の整備についてお答えを

申し上げます。 

 昨年は過去最多の上陸回数を記録いたしまし

た台風での風水害、さらに新潟県中越地震など

により各種の土砂災害等が発生をいたしまし

た。全国の土砂災害で申し上げますと、統計が

開始されました昭和57年以来の最多件数となっ

てございます。 

 本市におけます昨年度の公共土木施設道路災
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害につきましても、相次ぐ台風の上陸で、路肩

の崩壊また山崩れなど、県道、市道で多くの被

害が発生し、各地で通行どめとなりました。 

 これらの対策としましては、既に完了し復旧

した箇所、繰越事業での工事箇所、過年災とし

て今後発注箇所がございますが、順次復旧を図

るよう努めているところであります。 

 また、道路整備につきましては、年次計画を

もとに進めておりますが、現在の状況下により

国・県とも公共事業、特に県単独の道路予算が

年々削減され、重要路線の中から優先的に整備

する重点化が図られております。 

 合併後の道路状況といたしましては、県が管

理する大洲土木事務所管内の国道と県道が延長

338キロメートル、市道延長1,616キロメートル

となりました。 

 議員御指摘であります交通網の調査や整備な

どの事前対策を図ることは重要であると認識を

いたしております。このことから、現地確認や

道路網図で通行経路の現状をさらに把握いたし

ますとともに、危険とされます箇所などにつき

ましては、降雨量の状況により看板設置での注

意また通行どめなど必要な措置を講じていきた

いと考えております。 

 次に、整備につきましては、年次計画により

予算が確定し、用地の承諾を得ている箇所を実

施し、予算が確定されていない、また用地の承

諾を得ていない箇所につきましては、時期を見

ての実施となります。 

 なお、路面の補修等につきましては、必要な

箇所から順次対応し、また草刈り等の作業につ

きましては、地域の方々の御協力をいただきな

がら安全な道路管理に努めていきたいと考えて

おります。 

 今後におきましても、厳しい状況下でありま

すが、道路は市民の生活生命線また災害時の避

難路として大きな役目を果たします。このこと

から、起債事業や単独事業の導入により、防災

対策を含めた事業推進に努め、公共施設などの

災害の応急対策に関しましては、万全を期して

対応してまいりたいと考えておりますので、よ

ろしくお願いをいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○叶本正教育長 議長 

○田中堅太郎議長 叶本教育長 

〔叶本正教育長 登壇〕 

○叶本正教育長 私の方からは、公平な市政運

営についての中での大洲市中央公民館長の人選

についてお答えをいたします。 

 中央公民館につきましては、地区公民館相互

の連絡調整や生涯学習関連施設との連携を図り

ながら情報の収集や各種相談の機能の充実に努

めるなど、市内全域における生涯学習の拠点と

しての中心的役割が求められております。 

 大洲市中央公民館は、昭和44年に開館いたし

ましたが、その後昭和57年に地元からの要望に

よりまして地区館として肱南公民館が同一の施

設の中に併設されたものであります。公民館長

につきましても、内規により兼務しているのが

現状であります。 

 今回の市町村合併により公民館を取り巻く諸

条件も変化してまいりましたので、現在の大洲

市中央公民館長の任期が満了となります平成

18年度末を目途にそれぞれの公民館を独立させ

るとともに、中央公民館につきましては、市内

全域から選出された専任の館長の登用の方向で

検討してまいりたいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 

（１番梅木良照議員「明快な答弁をいた

だきましたので、ありません」と呼ぶ） 

 次に、二宮秀一議員の発言を許します。 

○13番二宮秀一議員 議長 

○田中堅太郎議長 二宮秀一議員 

〔13番 二宮秀一議員 登壇〕 

○13番二宮秀一議員 議長の許可を得ましたの

で、先般通告いたしておりました２点について

質問をさせていただきます。 
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 まず、第１点といたしまして大洲市立図書館

建設についてお尋ねいたします。 

 ５月に実施されました市議会の管内視察にお

いて、大洲市立図書館に出向き、35年間もの長

きにわたり利用されてきました建物が、壁の亀

裂も甚だしく、書棚においては指でつついても

動く状態であり、地震などの災害でも起これば

大変だと感じたわけです。 

 本来ですとゆったりと落ちついた雰囲気の中

で本を親しむべき空間が、図書館というよりも

図書収納室の感じさえしたわけです。隣町の内

子町には内子町らしい図書館が建っています。

我が大洲市におきましても、大洲城にマッチし

た立派な図書館建設を望みますが、市長はどう

お考えかお尋ねいたします。 

 次に、山鳥坂ダム建設についてお尋ねいたし

ます。 

 さきの３月議会におきまして、我が肱風会の

神井議員が山鳥坂ダム建設について一般質問を

され、大森市長は、山鳥坂ダム建設は新大洲市

の最重要課題と位置づけをされ、また主要地方

道小田河辺大洲線につきましても、河辺地域住

民の方々のために早期整備をするよう答弁され

ておられますので、このことを踏まえ、山鳥坂

ダム建設において一番の課題であります県道改

良についてお尋ねいたします。 

 県道改良は、山鳥坂ダム建設が表面化する以

前からの懸念事項でありましたが、しかしなが

らダム建設と関連して進められるということ

で、いまだに解決に至っておりません。山鳥坂

ダムより下流は県の管轄に、ダムより上流は国

の管轄になり、それぞれ補償額も違うと地元の

地権者の方々は難色を示されているのは事実で

あります。地権者の方々と話し合いをする努力

も、前肱川町長また旧肱川町議会も幾度となく

してまいりましたが、県と地権者の方々とのボ

タンのかけ違いから、いまだその場が持てませ

ん。地権者の方々との話し合いこそ最重要と考

えますが、市長にお伺いいたします。 

 また、この県道ルート案が前進しないのなら

ば、他のつけかえ県道を考えておられるのかお

尋ねいたします。 

 県の考えでは、このルート以外は考えられな

い、地権者の方々の理解が得られるまで努力す

ると言い続けておられますが、いつまで待てば

いいのでしょうか。 

 次に、ダム建設あっての県道改良なのかお尋

ねいたします。 

 肱川町住民は、最近ではダム建設がなくなっ

ても県道改良は行われるので、ダム建設はどう

でもいいと思っておられる方々もふえてまいり

ました。私は、県道の全面改良はダムありきで

あり、ダム建設がなければ一部のみの改良もし

くは何年も先に延ばされるものだと解釈してお

ります。このことはどうなのかお伺いいたしま

す。 

 次に、今後の大洲市としての対応についてお

尋ねいたします。 

 現在国は国、県は県、市は市といったばらば

らな動きであるように感ずる次第です。温厚で

人情味豊かな旧肱川町の住民は、松山地区の分

水のために人道的な立場からダム建設を受け入

れ、その後治水のためのダム建設と変わって

も、下流の大洲市、長浜の方々の治水のために

いたし方ないとの認識を持っておりました。 

 しかしながら、下流域の方でダムがなくても

といった発言や、また大洲市の久米川の河川補

修、長浜の大和郷地区、また新たに上老松地区

の河川整備計画等々が目に見えた動きがあるに

もかかわらず、上流ゆえ下流域の方々のために

我慢している肱川町におきましては、今が何の

動きも見えておりません。クマタカなどの環境

調査員が目立つだけです。このいら立ちは想像

しがたいものです。 

 住民は本当にダムは要るのか、できるのか、

旧肱川町民だけが損をするのではないかと心配

されております。今こそ国・県・市が三位一体

となって、特に大森市長がリーダーシップをと
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っていただき、手腕を発揮される時期ではない

のでしょうか。住民に対する懇談会は考えてお

られるのか、お伺いいたします。 

 以上、２点につきまして明快なる答弁を求

め、私の質問を終わります。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 二宮議員さんからお尋ねのあ

りました２点でございますが、図書館について

も市長はどう考えておるのかというお尋ねでご

ざいますので、その１点についてお答えをした

いと思います。 

 私も言われるまでもなく、よく現況もわかっ

ておりますし、一日も早くしかるべき図書館が

欲しいという気持ちは同じでございます。今後

検討をして、いろいろ案は出ておるようでござ

いますんで、あとはもうただ一つ財政的なこと

の準備ができましたら、一日も早く大洲市にふ

さわしい図書館というものをつくっていきた

い。 

 しかも、それを単品でやるか、複合的にやる

か、そんなことも含めて十分検討をしていきた

いというふうに基本的には考えておりますの

で、御了解いただきたいと思います。 

 それから、ダム関連の道路のことでございま

すが、これももう言われるとおりでございまし

て、私も就任後まだ日は浅いわけですが、早速

に岩谷地区の方へもよく事情がわからんまま参

りまして、話を聞かせていただいておるところ

でございまして、２番目の国・県、大洲市の三

位一体となって懸命にやれと言われることとこ

れあわせての御答弁になりますが、このように

考えております。 

 山鳥坂ダム建設につきましては、大洲市の長

年の懸案事項でありまして、ダムサイトとなる

肱川地区にある問題解消に向けて国・県、大洲

市が一丸となって取り組む必要があります。大

洲市としても、地元の方々及び関係機関との調

整を精力的に行いたいと考えております。 

 合併後日も浅い中ではございますが、おかげ

さまで担当職員の皆さんもよく頑張ってくれて

おります。わずかずつではありますが糸口が、

今まで何年も調査ができなかった方々のところ

へも調査に入れて、測量の準備ができつつある

という報告を受けておるわけでございまして、

中流で具体的に見えております久米川だけでは

ございませんで、できるだけ歩調を合わせて最

下流の長浜とも合わせて弾みをつけていきたい

というポイントしてとらえておるわけでござい

ます。 

 先ほどもお答えいたしましたように、ややも

すると特定の、議員さんもその中へメンバーへ

入ってもらって、名前を見せていただきました

が、活躍してもらっとるのは承知しとるんです

が、商店街の皆さんを対象にということが、や

やもすると今まで欠けておるんではないかとい

う私認識をしております。ですから、特定の人

だけでの寄り合いでなしに、全体の皆さんに私

の気持ちも訴えますし、それから国や県も、今

言われましたように、割合ばらばらでやっとる

のが今までの実態だと思います。 

 ですから、なぜトンネルが必要なのか、工事

をするためにはあの町中を大きい12トン車のダ

ンプが行き来して果たして耐えられるのかとい

うことあたりも切実にやっぱり話をしなかった

ら、これは変えるつもりは一切ありませんとか

という話では、もう住民の方々もそれ以上協議

に入れないわけですから、そこら辺がこういう

大きな問題の一番のポイントだろうと私は認識

しております。 

 全く極端な、皆さんに笑われるかもしれませ

んが、話を最初聞いたときに、一方通行にした

らどうですかという話をしたぐらいです。トン

ネルは工事用道路、もうそれだけは通す、それ

から乗用車あたりは商店街を通るということで

前提で整備をするというのは、法的にはいかん

もんですかという話ししたら、えらい笑われま
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した。素人的発想じゃということやったんです

が、しかしそのぐらいやっぱり踏み込んだ議論

をしなかったら、もう何十年もかかっていろい

ろあやのようになってしまっとるわけですから

糸が。それを解きほぐすためには、やっぱり足

を運んで胸襟を開いて話し合うということがや

っぱり一番大事なこの事業を進めるためにはポ

イントではなかろうかというふうに思っておる

次第でございます。 

 言いましても、まだやっと私も３カ月余りが

たったところでございますんで、きのう以来申

し上げておりますように、現地へ運ぶことは一

つもいといませんので、ですが余り早く私がい

きますと、後にこま不足ということになるそう

でございますんで、そこら辺は職員の方ともよ

く協議をしてやっていきたいというふうに思っ

ておりますんで、その点は議員さんの方も御理

解をしていただきたいなというふうに思っとる

次第でございます。 

 いずれにしましても、関係地域の方々に対し

まして、場所は別としてでも、たとえ100メー

ターでも一連の工事のつち音が聞こえ出した

ら、どれほどこの事業に弾みがつくものだろう

かというふうに常々この１点に絞って思いを寄

せておりますんで、関係機関へもどんどん足を

運んで、一つもいといません、参りますし陳情

に、それから国・県も、就任後よくレクチャー

に来ていただきます。つぶさに情勢も聞いてお

りますので、そういうスタンスで今後懸命に取

り組んでまいりたいと思っておりますので、特

段のまた御協力をお願いいたします。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○田中堅太郎議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 私の方からは、山鳥

坂ダム建設についての県道の改良について、先

ほど市長さんの方から答弁をされましたので、

もう大意は伝わっておるかと思いますけど、何

点か補足をさせていただいたらと思います。 

 まず、地権者との話し合いについての御質問

がありまして、この件に関しましては、二宮議

員さんには大変お世話になっておりまして、ま

ことにありがとうございます。 

 大変難儀をしておることは事実なんでござい

ますが、山鳥坂ダムの建設に伴うつけかえ県道

鹿野川工区と申しまして、約1.1キロございま

すけども、この道路につきましては、議員さん

もおっしゃられましたように、大変鹿野川地区

にとりまして全体の問題としてとらえるべきだ

と基本的には考えとるわけです。上流には河辺

地区もございますし、この県道が非常にやはり

地区にとりまして重要な幹線道路ということは

言わずもながでございますので、そういうこと

で全体的にお話をするべきということは十分承

知をしておるわけでございます。 

 しかし、先ほどお話がありましたように、ダ

ム問題といたしましては、工事用道路としてそ

ういうことも含めて議論になっております関係

で、工事着手の期限もある程度ございます。そ

んな関係で、可能な範囲、可能な内容でのまず

は測量をさせていただかんことには何も動き始

めないわけでございますから、そういうことで

地権者の皆さん方にお話をしたり、今は個別に

お願いをして回っておる状況でございます。 

 どうぞその辺で御理解をいただきたいと思う

んですが、確かに担当課は大変頑張っておるん

でございますが、これにつきましては、大変ま

たこれから大洲市全体として考えなければいけ

ない問題があると認識をしております。 

 次に、つけかえ県道のルートについてのお話

がございました。そういうことで、今議員さん

が言われましたことも考えられないわけではな

いかもしれません。そういうことも考えなきゃ

いけん時期も来るかもしれませんし、その時期

かもしれんのでございますけども、私ども基本

的に今将来の、今あります鹿野川地区を振興し

ていくことを限定に考えますと、今提示をされ

ていますルートが最適であると大洲市では考え
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ているわけでございます。 

 したがいまして、そういう方向でもう一回

り、二回り頑張るつもりでおりますので、御理

解を賜りたいと、このように願うものでありま

す。 

 それから、県道についての仕事がおくれてい

るということで、ダム建設に関しての総体的な

話がございました。 

 この県道につきましては、鹿野川地区はもと

より河辺川上流の地区の方々が、先ほども申し

上げましたけども、二十有余年という本当の長

い間辛抱されてきておる結果でございますの

で、当然この県道改良につきましては、ダム建

設と一体的に進められるものと基本的には考え

ておりますし、これからもそうあるべきだと認

識をして進めていきたいと考えております。 

 どちらにしましても、肱川水系全体の治水対

策を考えますときに、先ほど市長も申し上げま

したように、全体的にこの問題は、この問題だ

けでなく、大洲市の最重要課題ということで御

理解をいただいていると思います。特に山鳥坂

ダム建設事業の推進には、今後、市長も答弁さ

れましたが、とにかく国・県・市が一体になり

まして強力にこれから進めてまいりたいと考え

ておりますので、どうぞ関係者の皆様、特別の

御支援、御協力をお願いを申し上げまして、言

葉足りませんが、補足とさせていただきます。

どうぞよろしくお願いをいたします。 

○尾崎公男教育部長 議長 

○田中堅太郎議長 尾崎教育部長 

〔尾崎公男教育部長 登壇〕 

○尾崎公男教育部長 それでは、私の方からは

図書館建設についてお答えを申し上げます。 

 先ほど市長さんの方からお考えは答弁されま

したので、私の方からは細部のことについて御

答弁を申し上げます。 

 図書館につきましては、住民が自由に学習機

会を選択し学ぶことができる拠点といたしまし

て、生涯学習を推進する上で最も基本的で重要

な施設でございます。 

 しかしながら、議員御指摘のとおり、現在の

図書館につきましては、昭和45年に建設をされ

まして、老朽化をしております。機能面など利

用者のニーズに十分に対応しきれないところな

どの御迷惑をかけているところが現状でござい

ます。 

 図書館の整備につきましては、社会教育施設

の中において今後最優先に取り組むべき施設で

あるとの認識のもと、新市建設計画の中で位置

づけを行っているところでございます。 

 平成15年度からは職員レベルでの図書館等文

化施設整備検討班を設置いたしまして、県内外

の先進図書館の調査を行い、新図書館の理想的

な施設構想を模索し、平成16年12月には最終報

告書を作成したところでございます。 

 その中で、構造、規模につきましては、開架

図書約16万冊、建設規模は、低層の場合は約

3,000平米以上は必要であるものと考えており

ます。 

 また、建設時期につきましては、老朽化が進

んでいることからも早急に建設することが望ま

しいと思われますが、先ほど市長さんも言われ

ましたように、厳しい財政事情もありますの

で、なお検討してまいりたいというように考え

ております。 

 今後建設に入る場合につきましては、整備検

討委員会的な組織を立ち上げるとともに、各界

各層の幅広い御意見を参考に取り組んでまいり

たいというように考えておりますので、御理解

を賜りますようお願いを申し上げます。 

 以上、お答えといたします。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 

（13番二宮秀一議員「ありません」と呼

ぶ） 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 しばらく休憩いたします。 

 午後１時から会議を開きます。 

午前11時40分 休 憩 
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   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

午後１時00分 再 開 

○田中堅太郎議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 大野新策議員の発言を許し

ます。 

○50番大野新策議員 議長 

○田中堅太郎議長 大野新策議員 

〔50番 大野新策議員 登壇〕 

○50番大野新策議員 日本共産党の大野新策で

す。 

 私は、発言通告に基づき、順次質問を行いま

す。 

 市長を初め理事者の皆さんの、適切な答弁を

最初にお願いしておきます。 

 今年は、戦後60年を迎える意義深い年であり

ます。今中国、韓国などで、小泉首相の靖国参

拝をめぐり、大きな国際問題になっておりま

す。中国での大規模な反日デモも、根底には首

相の靖国参拝問題があるといわれてます。 

 現在、５人の首相経験者、河野衆議院議長

が、参拝は見合すようにと申し入れをしたと報

道がされましたが、小泉首相は、靖国参拝は国

内の問題で、中国や韓国の態度は内政干渉だと

の立場を変えておりません。 

 小泉首相の政治的背景には、侵略戦争に対し

て、口では反省と言いながら、行動では、侵略

戦争をアジア開放のための正義の戦争だったと

いう靖国史観にあることを、一連の経過は示し

ております。 

 日本は、1931年中国東北部への侵略から全面

侵略、東南アジアで行った侵略戦争は全世界を

巻き込み、2,000万人を超えるアジアの人々と

300万人を超える日本国民のとうとい命を奪

い、1945年８月６日に広島に、９日には長崎に

原爆が投下をされました。８月15日、日本の敗

戦で侵略戦争は終わりました。 

 憲法は1946年11月３日に公布をされて、47年

の５月３日から施行されて、今年59周年を迎え

るわけであります。憲法には国民主権がうたわ

れます。第９条では戦争放棄をうたい、戦力は

持たない、国の交戦権は認めないと決めまし

た。この60年間日本は武器を持って外国で戦闘

をすることができませんでした。 

 アメリカはイラク侵略戦争に対しまして、日

本の協力を求め、自衛隊の海外派兵を要求して

まいりました。現憲法の下で派遣はされました

けれども、自衛隊は戦闘地域での活動はでき

ず、非戦闘地域での活動に規制をされておりま

す。これは国民の平和を志向する願いと憲法９

条を守れという大きな運動の成果だと思いま

す。 

 アメリカはアーミテージ前国務副長官が、憲

法９条は日米問題の邪魔者と公言をしたよう

に、憲法改悪への圧力を強めております。 

 自民党と民主党は、改憲案づくりを進めてお

りますし、公明党は、加憲と言いながら憲法改

悪を進めようとしています。 

 憲法を変えるということは、自衛隊を海外に

派遣をし、戦争できる国に日本をつくり変える

ということであります。日本共産党は、憲法改

悪に反対します。 

 今日本共産党は、昨年の６月に内子町出身の

ノーベル賞作家大江健三郎さんなど、各界を代

表する９名の著名人の皆さん方の声と、そして

発足をした９条を守るという９条の会の、平和

憲法を守り９条改悪は許さないという声と願い

を全国に広げるために、政治的な立場や思想・

信条の違いを越えて、憲法改悪の一点で国民的

な共同を呼びかけているところであります。 

 憲法と９条を守るということは、大きな命題

でありますけれども、国民一人一人に試されて

いる問題でもあります。 

 市長は、憲法と９条について、どのように認

識をし理解をもっておられるのか、まず所信を

伺います。 

 次に、山鳥坂ダムと治水問題について伺いま
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す。 

 ５月16日、日本共産党議員団は、私たちが行

いました市民アンケートに基づき、市長に申し

入れを行ったところであります。 

 山鳥坂ダムは要らない、河川改修と堤防整備

で治水対策をというのが64％、治水にダムは必

要というのが７％であります。圧倒的な市民の

声は、ダムは要らないというものであります。 

 私は、ダムを造らなくても治水はできるとい

う立場から、河川改修と堤防整備について改め

て伺いたいと思います。 

 肱川河川整備計画に基づきまして、下流長浜

の小浦地区や沖浦地区で、河川改修計画につい

ての説明会が開かれたと報道をされました。計

画内容を含め、住民の要望や課題はどのような

ものが出されたのか、まず報告を求めます。 

 あわせて、県管理区間となっております上流

の菅田・大川地区での進捗状況についても、あ

わせ伺いたいと思います。 

 ３月議会でも質問しましたけれども、久米川

改修について、４月26日に住民説明会、５月

23、24日には国土交通省にかかわる地権者、県

にかかわる地権者への説明会が開かれました。

市長も参加をしていただきました。 

 今回の事業は平成７年規模の水害は防げるけ

れども、昨年並みの16号台風みたいな水害は防

げない、暫定堤防による改修計画であります。 

 事業が実施されれば、年に４回から５回冠水

をして通行止めになっておりました市道平地慶

雲寺線が中小の水害から守られますけれども、

地域の住民や地権者の皆さんは、内水被害の心

配をされております。 

 とりわけ、市道交差点につながる城地１区、

古久米武田地区は、市道が冠水するならば避難

もできない、そういう地域でありました。 

 市道のかさ上げについて、両地区長の連名で

要望書も提出をされたところであります。対応

された助役、建設部長も国土交通省の事業に続

いて事業計画を独自に進めると言われましたけ

れども、市長の所信も伺っておきたいと思いま

す。 

 すでに台風４号が発生をしておりまして、今

年も台風の時期を迎えたわけであります。昨年

のような台風は要らないと、多くの皆さんが思

っておられます。 

 現在、被害を受けた皆さん方は、ハザードマ

ップはいつ発行できるのかという声も出ていま

す。現在どのようになっているのか伺いたいと

思います。 

 また、地域の自主防災組織は今後どのように

組織をしていくのか、計画と見通し、既に結成

されているところへの指導は、どのようにされ

るのかも伺いたいと思います。 

 次に、地域審議会について伺います。 

 審議会は合併協議の中で合意をされており、

市長の諮問機関として旧市町村に設置するとし

て、定員15人で60人の審議委員、所要予算も

101万6,000円が計上をされております。 

 地域審議会をつくり、急いで審議しなければ

ならない問題があるのか、まず伺いたいと思い

ます。 

 審議会は合意事項だと言われますけれども、

現在、部課長会や支所長会など、庁内協議も行

われ、政策的な協議も行われていると思います

けれども、審議会の必要性と位置づけ、各地区

15人という委員の選任はどのような基準で行う

のか、伺いたいと思います。 

 次に、福祉問題について伺います。 

 私は、国保問題について３月議会でも質問を

いたしました。 

 現在、課税の基礎になる所得申告の時期で、

５月には把握できるので、運営協議会を開いて

見直しをすると答弁をされました。 

 82号議案として条例案が提出をされておりま

すが、所得割は0.2％、均等割1,000円、平等割

1,000円それぞれ引き上げが行われておりま

す。応能・応益の割合は49.46％対50.54％にな

ると言われます。 
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 確かに基金の繰り入れが5,000万円行われて

おりますが、国保加入者の負担増は間違いあり

ません。 

 国保が上がれば介護保険に連動してきます。

ますます払えない未納者・滞納者の増加が考え

られますけれども、審議内容の報告を含め、今

後の対応について伺いたいと思います。 

 私は、国保は高すぎる、引き下げてほしいと

いう率直な市民の声を支持します。行政はその

声に応えるべきだと思います。 

 次に、介護保険について伺います。 

 国保税の引き上げは、介護保険にも連動して

くると思います。 

 旧大洲市では介護保険の保険料基準額は、月

3,393円ですが、今後、新市で基準額の見直し

は、18年度から始まる第３期事業でどうなるの

か、まず伺いたいと思います。 

 老人控除など、税の廃止と税制改革との関連

で、第１段階から第２段階、３から４に負担が

増える被保険者も出てくると思いますが、どの

ような見込みか伺いたいと思います。 

 現在、施設利用者へのホテルコスト導入な

ど、第３期見直しが行われておりますが、大洲

市での対象者にどのような影響が出ると試算を

されているのか、また対策はどのように検討を

されているのかも伺います。 

 次に、乳幼児医療費は当初予算に6,347万円

が計上され、３歳までの乳幼児の通院と入院の

医療費が無料になっております。３月議会で４

歳まで引き上げるつもりはないか、我が党の梅

木加津子議員の質問に対し、市の単独事業で行

わなければならず、年間約2,050万円の負担増

となるので難しいと答弁をされました。 

 県内でも八幡浜市、四国中央市では少子化対

策、子育て支援として４歳まで対象年齢を引き

上げております。大洲でも年間2,050万円で４

歳まで引き上げて医療費無料化ができるのであ

れば、少子化対策と子育て支援として行うべき

だと思います。改めて見解を伺います。 

 保育所の民営化や統廃合、効率化を進め、多

様化する保育ニーズにこたえるために、保育問

題検討委員会を設置すると表明をされました。 

 公立保育所は市内の９地域に設置され、子を

持つ親に喜ばれてまいりました。親の仕事の多

様化から、延長保育などそれぞれの園で対応を

されております。市内にも法人の保育所がつく

られておりますが、親は自分の勤務状態にあわ

せて子供の入園を決めているのが現状です。 

 保育所の統合や廃止は、少子化の中でやむを

得ない問題もありますが、地域住民の合意と納

得で進めるべきであります。 

 また、民営化は保母の定数削減につながる合

理化そのもので、検討事項から外すべきであり

ます。 

 民営化を進めれば、保育料や保育時間など、

公立と比較して親にどのようなメリットが生ま

れると考えておられるのか伺います。 

 次に、50万円の委託料で東若宮地区に教育委

員会と情報センターを建設するための事業認定

調査が行われました。事業認定に必要な調査は

どこまで行われているのか、まず報告を求めま

す。 

 私は、国道に面し、救急車や消防者の出入り

にも支障が予想される現消防署を、交通の便の

よいところ、東若宮に移転をさせて、その移転

した跡の消防署を改造し、本庁と教育委員会が

一体に機能が果たせるようにすべきと思います

けれども、見解と今後の教育委員会の移転、建

設計画について伺うものであります。 

 次に、商店街の活性化の問題でありますけれ

ども、空き店舗対策事業はこれまでどのような

成果を上げているのか伺いたいと思います。 

 また、高齢化が進み、買い物に行くにもタク

シーを利用しなかければならないと、そういう

老人家庭がふえております。買い物に行きた

い、医者にも行きたいという人たちが、気安く

利用できるような福祉にも役立つ巡回バスを走

らせてほしいというのが高齢者の願いでありま
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す。 

 また、周辺でも福祉センターが運行する福祉

バスを巡回バスとして利用してほしいと、運行

してほしいという強い要求もあります。このよ

うな要求は、単に旧大洲市内だけではなく、高

齢化が進む新市の周辺すべてに言えることであ

りまして、前向きな検討が必要だと思います。

今後の対応について伺いたいと思います。 

 市長は、５月16日の懇談の中で、ワンコイン

バスを走らせたいと構想を述べられましたけれ

ども、福祉バスにも通じるものがありまして、

ぜひ実現の方向で検討されるよう期待をしてお

ります。 

 次に、小規模工事の入札問題について伺いま

す。 

 地方自治法234条は、契約の締結方法につい

て示しております。２項では、前項の指名競争

入札、随意契約、または競り売りは、政令で定

める場合に該当するときに限りこれによること

ができると決めております。 

 公共事業は普通、指名登録をしている業者が

競争入札や随意契約で仕事をしており、一人親

方などの小規模の業者は事業参加することがで

きません。全国では289の自治体で独自の登録

制度がつくられ、小規模の業者も工事の受注が

できるようになったと喜ばれております。 

 大洲市でも随意契約の創造的な運用を行うべ

きだと思いますが、見解を伺います。 

 最後に、扶桑社発行の歴史公民教科書の選定

見直しと見解について伺います。 

 ことし４月５日に、日本の侵略戦争と植民地

支配を肯定する新しい歴史教科書をつくる会の

歴史公民教科書が検定を通過しました。このつ

くる会の教科書については、多くの新聞やテレ

ビで報道をされておりますけれども、日本の侵

略戦争をアジアや植民地解放のための戦争、正

義の戦争だったとする靖国主観をそのまま編集

をし、歴史をさかさまに描き出しているのが特

徴であります。多くの識者から批判されている

教科書で、憲法改悪と９条改悪、教育基本法の

改悪の動きと機を一にするもので、私は大洲市

での採択に反対であります。 

 愛媛では2001年に養護学校と聾学校で、

2002年には県立中高一貫校でつくる会の教科書

が強行的に導入をされ、加戸知事の教育への介

入と圧力が大きな問題になりました。 

 県教委は、これまでは教科書採択を５つの地

区に分けて決めていたけれども、自治体ごとの

意見が通りやすいようにしたと、昨年から11地

区に細分化をして教科書採択を行うと言われて

おります。 

 私は、県の指導と圧力が入りやすくなったと

理解をしています。これまでつくる会の教科書

は、2001年、全国に先駆けて東京都と愛媛県が

導入をしておりますけれども、愛媛県ではこと

しは県内全自治体で採択をと県の指導があると

言われております。大洲市は内子町と一緒に選

定を行うことになっておりますが、教育長はど

のような姿勢で教科書選定に臨まれるのか、見

解と所信を伺います。 

 最後に、教育長は憲法と９条についてどのよ

うに理解をされ大洲市教育に生かそうと考えて

おられるのか、所信を伺いまして質問を終わり

たいと思います。 

 御清聴ありがとうございました。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 ただいまの大野議員さんの御

質問中、私の方から３点についてお答えをした

いと思います。 

 まず、市長は憲法と９条を守ることについて

どう考えておるのかということでございます

が、大変難しい問題でございますが、あえて私

の考えを述べさせていただきます。 

 最初に、憲法第９条を守るということについ

て私の考え方を述べてみたいというふうに思い

ます。12日の愛媛新聞に掲載されておりました
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憲法に関する世論調査の結果を見ますと、憲法

改正を必要とする改正容認派は64％と、反対派

の27％を大きく上回っておりました。憲法の改

正そのものについては、施行後60年を迎えよう

とする背景の中、規定が時代に合わなくなって

きているからという理由が60％強を占めておっ

たようでございまして、私も憲法改正は時代の

潮流かなという感じをしておるところでござい

ます。 

 ただ、９条につきましては、先ほどもお話ご

ざいましたように、改正反対派が42％、改正派

の35％を上回っているという結果も出ておるよ

うでございます。 

 私の全く個人的な意見を言わさせていただき

ますならば、交戦権は明確に否定いたしますけ

れども、憲法の中で自衛隊の存在を明らかにし

ていくということ、特に自衛隊が国際貢献を行

える何らかの規定を設けるということは、国際

社会の一員の日本としては必要なことではなか

ろうかというふうな感じを持っております。 

 小さなことに、お互いの周辺のことに目を置

きかえてたとえてみますならば、地域のコミュ

ニティー社会の中においても、不参加金は出し

ますが、何かかにかと言いわけをして地域のコ

ミュニティー行事には参加をしないという世帯

が皆さんの周囲でも今目に余るところがあるの

ではないでしょうか。私も常々そのことは感じ

ておるわけであります。 

 お金は出すが実働はしない日本。イラク戦争

においてはまさにその構図が国際社会から問わ

れ、実質的な貢献が具体的に要求されてきたも

のではないかというふうな解釈をしておりま

す。 

 現在行われておりますイラクにおける人道上

の復興支援活動、そういうことが憲法上にも明

確にされ、名実ともに真に信頼される国際社会

の一員となれるかなれないか、そういった意味

からの憲法９条改正は今回必要ではないかとい

う解釈をするものであります。 

 日本も変わっていかなかったならば、過去

50年にわたりましてＯＤＡ政府開発援助という

名の外交、国際貢献を続けてまいりましたが、

いつかはお金を出すということだけが過小評価

をされてしまう、そういうことになるんではな

かろうかと危惧の念を持つものであります。 

 いずれにいたしましても、事は国政の場で現

在論議をされておる真っ最中でございます。決

定されることでございますので、私としては今

後ともそれらの動きを注意深く見守っていかせ

ていただきたいというふうに考えておる次第で

ございます。 

 この憲法改正、９条問題については、以上の

ような基本的な見解を持っておるところでござ

います。 

 それから、久米川改修と絡めまして御質問ご

ざいまして、せんだって私ちょうど出張で出向

いておりまして、助役さんにお出しをいただい

たという新聞報道を見せてもらったんですが、

市道平地慶雲寺線のかさ上げの問題でございま

すが、これは私も過去この道路をもっと上げて

おった方がいいんじゃないかという議論が、議

会に出してもらって間がないごろでございまし

たがありました。長い間の経過がございまし

て、今は完成しとるわけですが、やはり懸念し

ておりましたとおり、去年のような思いがけな

い冠水によりまして完全に水没してしまって機

能しなかったと。先ほどお話のあったとおりで

ございまして、これは大洲市でも初めてでござ

いましたが、土地収用法までかけてそして協力

を願って、地元の地主の御協力を得てやっとで

きた非常に思い出の深い市道でございまして、

その当時いろいろあったわけですが、そういう

方々も含めて今回はぜひ水がつかってもう通れ

んのはいけんということで、挙げて地元の同意

は取りつけができておろうかというふうにこな

いだ話を聞いておりますので、ぜひともそうい

うことでございましたならば、やっぱり午前中

も申しましたように、地元の地権者の御理解や
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御同意がなかったならばこれからは事業ができ

ないというふうに思っておりますんで、そのこ

とを大前提にして検討させてもらいたい１件だ

というふうな認識をしておりますので、さよう

御理解をいただきたいと思います。 

 それから、もう一点でございますが、地域審

議会について、これはお話も何回か御答弁させ

ていただきましたようなことでございますが、

市町村の合併の特例に関する法律第５条の４第

１項の規定に基づきまして、合併協議会におい

て旧市町村単位に設置することが確認をされて

おったことでございます。 

 このことによりまして、住民の意見が合併後

の市町村の施策に反映されにくくなってはいけ

ないと、この懸念に対応して合併後の市町村の

施策全般に関しきめ細かに住民の意見を反映し

ていくことができるように創設されたものでご

ざいまして、その目的に沿うように旧市町村全

域に設置することとしたものであります。 

 お話もございましたように、委員の選任方

法、諮問の内容等について、よく考えてやれと

いうことでございますが、もうお説のとおりで

ございまして、岩田議員さんにも既に御答弁詳

しく申し上げましたとおり、そのようなことで

支所長の現場を仕切っております意見もよく聞

きまして、最終的には私の方で決定をさせてい

ただいて、女性の声も聞えるようにしていきた

いと。それから、偏らんような人選をしていき

たいというふうなことでやってまいろうかと思

っております。 

 それから、何を諮問するかということでござ

いますが、その所掌事務につきましては、１つ

は新市の建設計画の変更に関する事項でござい

ます。それから、もう一つは新市建設計画の執

行状況に関する事項でございます。それから、

もう一つはその他市長が必要と認める事項につ

きまして市長が諮問をいたしまして御答申をい

ただく。非常に各支所にとりましては大事な機

関になっていくものでございまして、そういう

前提のもとに人選やまたタイミングは見て決め

させていただきたいと思っておる次第でござい

ます。 

 運営につきましては、規程にのっとりまして

制定をして、円滑な運営に努めてまいります

が、その答申につきましては、可能な限り尊重

させていただきまして、議員さん各位におかれ

ましてもまた特段の御協力をいただいて実施方

をしていきたいというふうに思っとる次第でご

ざいます。 

 そううろたえてやることはないじゃないかと

いう御指摘もあったんですが、しかし合併して

しばらくたちました。ああは言よったが当初、

本当にやってくれるんじゃろかというお気持ち

がそれぞれ各支所でも日がたつにつれてあろう

かと思います。それから、議会の皆さんの問題

も早晩やってまいりますし、そういう中でござ

いますので、言ったことについては着実に計画

的に進めていって、そして皆さんの声を聞かせ

てもらうチャンスだけはつくってレールを敷い

ていってやっていきたいというふうに思っとる

次第でございますんで、何かとよろしく御理解

いただきたいと思います。 

 その他の問題につきましては、他の者に答弁

させますので、よろしくお願いいたします。 

○小泉勝明総務部長 議長 

○田中堅太郎議長 小泉総務部長 

〔小泉勝明総務部長 登壇〕 

○小泉勝明総務部長 それでは、私からはまず

東若宮地区内の公共施設整備事業の現況と今後

の計画についてお答えをいたします。 

 大洲市では本年１月、愛媛県に対しまして、

東若宮地区土地区画整理事業地内に大洲市教育

事務所及び情報センターの整備、これは仮称で

ございますけども、これを想定いたしました事

業認定を申請いたしまして、３月に認定をいた

だいたところであります。 

 これによりまして用地の確保がより確実なも

のとなり、また公共的施設の張りつけが可能と
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なったわけでございます。 

 御質問の業務委託につきましては、この事業

認定申請に係る書類一式の作成を委託したもの

でございまして、その内容につきましては、事

業計画書、これの作成あるいは施設の位置図、

こういった基本計画図の作成、これを委託した

ものでございます。 

 なお、事業の予定地につきましては、新市の

中心となります地域でございまして、国・県な

どの公共施設も近くにあるということでござい

ます。 

 また、自然環境あるいは交通条件にもすぐれ

ております。この場所に公共的施設を整備する

ということによりまして、土地区画整理事業の

目的でもあります良好な市街地形成の牽引的な

役割を果たせるものと考えておるところでござ

います。 

 次に、今後の具体的な計画でございますが、

本事業は合併期日前に計画された事業でござい

ますので、新市建設計画における主要事業等と

の調整を図る必要がございますし、また財源の

確保と財政的調整を行う必要もございますの

で、本年度より策定をいたします大洲市総合計

画の中で調整を図っていきたいと考えておりま

す。 

 また、大野議員さんからの御提案もいただき

ましたが、当計画につきましては、行政の効率

化や財政的な視点に立ちまして総合的に検討し

てまいりたいと考えております。 

 次に、商店街の活性化対策についての御質問

のうち、巡回バスについてお答えをいたしま

す。 

 大洲地区の福祉バスにつきましては、バス路

線の廃止に伴い公共による交通手段のなくなり

ました地域に対しまして、福祉の増進を図ると

いう目的で、老人福祉センターまでの送迎を行

っております。 

 この運行状況といたしまして、月曜、水曜が

上須戒及び平野、それから火曜、木曜が蔵川

線、金曜が南久米線、北裏、梅川、こういった

地区をそれぞれ１日２便運行しておるという状

況でございます。 

 買い物等にも利用ができ、また福祉にも役立

つ巡回バスを走らせてほしいという御質問でご

ざいますが、道路運送法上のかかる制約の中で

運行をしておりますので、このバスをすぐに巡

回バスとして運行するのは困難かと考えており

ます。 

 また、肱川、河辺地区におきましても、それ

ぞれ廃止路線の代替バスとして運行をしている

状況でございます。合併に伴い運用等を検討す

る必要がありますが、現段階におきましてはそ

れぞれの地域に合った方法で運用をしておりま

すので、今後の検討課題とさせていただきたい

と考えております。 

 また、ワンコインバスのこともございまし

た。ワンコインバスとは、御承知のように、文

字どおり100円硬貨１枚で一定の区間を乗りお

りできるバスでありまして、現在幾つかの自治

体でもバス運行をされて、駅それから学校、商

店街、病院、公共施設等を区間に取り込むこと

によりまして、通勤通学はもとより買い物、通

院、公共施設の利用など、子供からお年寄りを

含めまして足となり、気軽に利用ができますコ

ミュニティーバスとしての役割を担い運行され

ているようでございます。 

 今後ますます加速する高齢化社会の中、合併

後拡大した行政エリア、地域間を結ぶ交通手段

の一つとして、今後このワンコインバスに関し

ても十分検討してまいりたいと考えております

ので、御理解を賜りたいと存じます。 

 以上、お答えといたします。 

○小島健市企画財政部長 議長 

○田中堅太郎議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 それでは、私の方か

らは商店街の活性化対策として空き店舗対策に

ついてお答えをさせていただきます。 
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 空き店舗対策事業につきましては、主要商店

街において空き店舗が増加し、町の活力の低下

が生じているという状況を踏まえまして、旧大

洲市では平成９年に大洲市空き店舗対策補助金

交付規程を制定いたしまして、空き店舗を有効

に利用し、商店街の活性化を図ることを目的と

いたしまして、店舗改装に要します経費、それ

と家賃の一部を支援してまいったところでござ

います。 

 平成16年度までの当事業の実績を申し上げま

すと、店舗改装の補助が25件となっておりま

す。そうしまして、家賃の補助が12件となって

おり、合わせまして37件の支援を行っておりま

す。なお、これを補助金の交付額で申します

と、合計で3,094万円余りとなるものでござい

ます。 

 新規に開業される事業者の方にとりまして

は、何と申しましても初期投資が高額となる場

合が多くなりますので、自己資金のみではなか

なか取り組みにくいといった現状がございま

す。この制度によりまして、現在も37店舗、先

ほど申しました37店舗中23店舗が営業を継続さ

れておりまして、新規開業の呼び水として活用

され、商店街の活性化対策の一つとして役立っ

てきたものというふうに考えております。 

 しかしながら、一方におきましては閉店をさ

れた店舗も14店舗ございまして、そのうち開業

から１年以内に閉店されたという店舗も５店舗

あるということから、補助制度の全体のあり方

また審査の方法などについて再検討する必要性

も言われてまいりました。 

 また、特に飲食業におきましては、開業から

１年後には夜間営業しか行っていない店も多い

状況にございまして、商店街の昼間のにぎわい

を取り戻すという制度の本来の目的から少しか

け離れました営業体系となっているといったよ

うな問題も発生してまいりました。 

 このような現状を踏まえながら、合併協議に

おきまして細部の調整を行いました結果、この

空き店舗対策事業につきましては、新市におい

て事業の必要性等について再検討するというこ

とにいたしまして、合併時においてはこの制度

は廃止をしているところでございます。 

 商店が減少いたしますれば、町全体の元気が

なくなってしまいますので、このことが大きな

問題でありますので、今後におきましても商店

街に対する消費者ニーズの把握に努めますとと

もに、商店主の皆様が必要とされている支援に

対して行政としても応じていけるように、商工

会議所や商工会、商店会連合会など関係機関と

もよく連携を図りながら商店街の活性化対策を

進めてまいりたいと考えているところでござい

ます。 

 以上、お答えといたします。 

○上村孝廣市民福祉部長 議長 

○田中堅太郎議長 上村市民福祉部長 

〔上村孝廣市民福祉部長 登壇〕 

○上村孝廣市民福祉部長 私からは、福祉問題

のうち介護保険及び保育所の民営化についてお

答えをいたします。 

 それではまず、介護保険につきましてお答え

をさせていただきます。 

 介護保険料につきましては、介護保険事業計

画の見直しにあわせ３年に一度見直しが行われ

ております。昨年度に市町村合併が実施されま

したが、介護保険料につきましては、今年度末

まで旧市町村の保険料をそのまま引き継ぎ、来

年度の事業計画見直しにあわせ統一保険料を適

用することについて合併協議会で御承認いただ

いております。 

 まず、御質問の基準額の見直しについてでご

ざいますが、現在は旧市町村ごとに４つの保険

料基準額がございます。平成18年度以降の保険

料につきましては、大洲市地域福祉推進委員会

におきまして、今後３年間の給付の見込み料算

定とあわせ、統一した保険料の設定について御

検討いただくことになりますので、御理解を賜

りますようお願いを申し上げます。 
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 また、地方税法の一部改正による影響としま

しては、既に改正が行われ、平成18年度課税分

の住民税より65歳以上の方に対する非課税措置

の廃止、公的年金等控除の見直し、老年者控除

の見直しなどが予定されておりますので、介護

保険の第１号被保険者の方にも一部影響が出る

ことを予想をいたしております。現時点では詳

細につきましては把握できておりませんので、

御理解を賜りたいと存じます。 

 次に、改正法案の中で本年10月より施行され

る予定であります施設サービスの食費、居住費

の自己負担化による影響についてでございます

が、これは在宅と施設の利用者負担の不均衡を

是正することを目的に、介護保険の３施設でご

ざいます特別養護老人ホーム、老人保健施設、

介護療養型医療施設の居住費用や食費につきま

して保険給付の対象外とするものでございま

す。 

 これによります施設利用者の負担についてで

ございますが、厚生労働省が示しておりますモ

デルケースとして、要介護５の方が特別養護老

人ホームに入所された場合で御説明をいたしま

すと、１つ目は住民税非課税世帯の老齢福祉年

金受給者及び生活保護受給者につきましては、

現行と改正後ともに負担割合に変更はほとんど

なく、改正による影響はございません。 

 ２つ目は、住民税世帯非課税者のうち、合計

所得金額、課税年金収入額の合計額が80万円以

下の方につきましては、改正により負担が少な

くなっております。 

 ３つ目は、住民税世帯非課税者のうち、合計

所得金額、課税年金収入額の合計額が80万円以

下以外の方及び住民税世帯課税者の方につきま

しては、改正により負担が重くなっておりま

す。 

 平成17年３月時点におきまして、大洲市にお

ける施設入所者は516人おられます。このうち

半数程度の方は負担が増加すると予想しており

ますが、詳細につきましては、介護保険料賦課

等の事務が完了した後に把握したいと考えてお

ります。 

 このように負担が増加することが見込まれま

すので、低所得者に対する措置として、特定入

所者介護サービス費の支給を行うこととされて

おります。これは施設等に入所されております

低所得者につきまして、食費、居住費について

負担上限額を設け補足給付を行うものでござい

ます。 

 そのほか既に制度化されております高額介護

サービス費支給制度につきましても、非課税世

帯の利用者負担基準額を合計所得金額、課税年

金収入額の合計額が80万円以下の方とそれ以外

の方の２つに分け、80万円以下に該当の方の負

担割合を軽減することとなっておりまして、利

用者の方に負担を求める改正案ではございます

が、低所得者の方にも配慮したものになってご

ざいます。 

 また、そのほかにも現在国におきまして低所

得者対策として検討されているものもございま

すが、市といたしましては、国の示します制度

改正の枠組みの中で対応をしてまいりたいと考

えております。 

 いずれにいたしましても、制度の大幅な見直

しが行われるわけでございますが、国会におい

て法案が成立した場合、今年度策定予定の第３

期介護保険事業計画に反映させるべく、大洲市

地域福祉推進委員会におきまして議論していた

だくことはもちろん、各事業所、被保険者の皆

様に適宜情報提供を行いまして、理解を得なが

ら健全な介護保険事業の運営に努めてまいりた

いと考えておりますので、御理解を賜りたいと

存じます。 

 次に、保育所の民営化についてでございます

が、近年少子化の振興とともに、周辺地域にお

きましては過疎化に伴い保育所入所児童数は減

少しており、今後も少子化傾向は続くものと思

われます。 

 一方、保育所運営は児童福祉施設の最低基準
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により職員の配置が必要であるため、効率的な

財政運営を推進する上では、大変厳しい状況と

なっております。 

 このような状況を踏まえまして、当市の就学

前児童の処遇、健全育成及び保育所運営につい

て効率的な方向づけを行うため、大洲市保育問

題検討委員会を設置いたしまして、保育所の民

営化、統廃合など運営の効率化を総合的に検討

することといたしております。 

 まず、大野議員さん御質問の民営化を進めた

場合の保育料についてでございますが、保育料

は市が決定し、統一いたしますので、民営化す

ることによって変わることはございません。た

だし、通常保育以外の延長保育や一時保育など

追加で利用されるサービスの費用は法人が独自

に定めることができるため、多少の差は生じる

ことも考えられます。 

 次に、保育時間につきましては、現在公立保

育所では土曜日の保育時間は正午までとしてお

りますが、法人保育所では午後５時まで実施し

ております。 

 このように、民営化いたしますと、条例化等

複雑な手続を必要とせず弾力的な対応ができる

こととなります。 

 また、延長保育や一時保育のほか、休日保育

や夜間保育など、法人の判断により保護者のニ

ーズや地域の実情に応じた柔軟な保育サービス

の提供を行うことが可能となり、こういったこ

とが民営化によるメリットであると考えており

ます。 

 今後民間有識者等により組織いたします大洲

市保育問題検討委員会におきまして慎重に御審

議をいただきまして、また市民の皆様にも十分

御説明を行いまして、その結果をもとに多様化

する保育ニーズに対応するとともに、効率的な

保育所運営を目指してまいりたいと考えており

ますので、御理解をいただきますようよろしく

お願いをいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○田中堅太郎議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 私の方からは、山鳥

坂ダム問題と治水対策についてのうち、２点に

ついて御回答をしたいと存じます。そのうち市

長さんがお答えになりました分は省略をさせて

いただきます。 

 まず、上・下流の整備計画の現状と取り組み

についてでございます。 

 肱川の最下流区間におきましては、治水上の

ネックとなる河川狭窄部の対応を最優先に実施

することといたしまして、沖浦、小浦地区の事

業説明会を行っております。 

 沖浦地区につきましては、河川堤防としての

特殊堤工事と未改良県道の歩道を含む道路改良

工事を一体的に整備しようとするものでござい

ます。 

 小浦地区につきましては、沖浦地区の上流部

に当たりまして、特殊堤工事と県道のかさ上げ

工事を一体的に整備しようとすることといたし

ております。 

 しかし、小浦地区自治会清水地区から、堤防

及び県道のかさ上げという工法だけでは当地区

がすり鉢状となりまして、生活環境の悪化が危

惧されるということで、宅地かさ上げ事業の導

入を要望がされております。 

 しかしながら、その上流の郷地区で施行され

ております水防災対策特定河川事業には、築堤

に伴いまして住家のつぶれ地が多数発生する場

合、宅地かさ上げによる治水効果の方が経済的

である場合などの採択条件がございまして、小

浦地区につきましては事業採択の対象とはなら

ないと伺っております。 

 また、あわせまして具体的な設計を検討する

ためには、測量及び地質調査が必要になります

ことから、去る６月11日に地元の説明会を実施

していただきまして、地元の了解を得たところ

と聞いております。 
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 それから、上流の菅田地区についてでござい

ますが、上流工区から事業を実施することとい

たしまして、成見工区の事業の説明会それから

用地幅ぐいの設置、それから用地測量が実施さ

れております。今後は用地買収に向けて説明会

が実施される予定と聞いております。 

 次に、久米川改修の促進と地域の要望がござ

いましたが、地域の要望については省略させて

いただきます。 

 久米川改修につきましては、直轄区間と県区

間とに分けまして、肱川の本線から市立大洲病

院付近までの約２キロメートルにおきまして、

平成19年度までの４カ年間で河川改修事業が実

施される運びとなっております。 

 地域の対応といたしましては、国・県にかか

わる全地権者に測量立ち入りの御了承がおかげ

さまでいただけましたので、現在用地測量を実

施しております。そして、平成17年度内に用地

の妥結に向けて国・県と調整をしながら鋭意努

力をしてまいりたいと考えております。 

 そしたら、避難路の市道かさ上げのことにつ

きましては市長が答弁されましたので、以上答

弁させていただきます。ありがとうございまし

た。 

○白石隆壽総務副部長 議長 

○田中堅太郎議長 白石総務部副部長 

〔白石隆壽総務副部長 登壇〕 

○白石隆壽総務副部長 それでは、私の方から

は議員御質問中、ハザードマップの概要と自主

防災組織についてお答えをいたします。 

 ハザードマップはどのようになっているのか

というお尋ねでございますが、このことにつき

ましては、現在国土交通省、愛媛県などの協力

を得ながら、おおむね原案の作成を完了してい

るところでございます。 

 今後の予定といたしましては、今月の下旬ま

でに印刷の発注を行いますので、完成次第市内

各戸へ配付したいと考えております。 

 次に、自主防災組織の今後の育成等でござい

ますが、市といたしましては、災害に強いまち

づくりを推進する上で、自主防災組織の育成強

化を図ることは最も重要な防災対策の一つでご

ざいます。今後におきましては、既に結成され

ております自主防災組織との連携を深めますと

ともに、まだ結成されていない地域につきまし

ては、地域住民の自主性を尊重し、地域の実情

に応じた組織づくりを進めてまいりたいと考え

ております。 

 それから、自主防災組織の計画と見通しでご

ざいますが、この計画につきましては、平成

11年度に結成計画を策定いたしまして、公民館

単位で14地区の組織結成についてその推進を図

っているところでございます。 

 昨年より新谷地区など数地区につきまして、

その結成が図れるよう地元との協議を進めてい

るところでございます。 

 また、既設の自主防災組織への指導につきま

しては、消火訓練や水防訓練、そのほか心肺蘇

生法の実技訓練等を通して地域の自主防災力の

向上を図っているところでございます。 

 以上、お答えといたします。 

○山田一昭市民福祉副部長 議長 

○田中堅太郎議長 山田市民福祉部副部長 

〔山田一昭市民福祉副部長 登壇〕 

○山田一昭市民福祉副部長 私の方からは、福

祉問題のうち国保関係と乳幼児の医療費の無料

化についてお答えを申し上げます。 

 16年度の国民健康保険特別会計の決算状況

は、旧市町村の健全な経営努力によりまして黒

字決算を得ることができました。 

 しかし、繰越金を除いた単年度決算では赤字

となっておりまして、厳しい状況でございま

す。 

 今回の医療分保険税見直しの基礎であります

課税所得は、16年度実績見込みに比べ7.1％と

大きく減少いたしております。 

 また一方、16年度の医療費の状況は、一般医

療費総額で15年度に比べ5.8％、これを１人当
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たり平均で見ますと4.3％と、それぞれ大きく

増加をいたしております。このことは、制度改

正によりまして、老人医療保険対象年齢が70歳

から75歳に引き上げられ、高齢者の国保加入者

数がふえていることがその主な原因であると考

えております。 

 これらのことを踏まえまして、大洲市国民健

康保険運営協議会にお諮りをいたしまして、

17年度事業の見直しを行ったものでございま

す。 

 今年度につきましては、市町村合併に伴い保

険税率を統一することを主眼に置いております

ので、被保険者の負担が急激に増加することの

ないように、介護納付金分保険税につきまして

は、国保財政調整基金を充当し据え置きにいた

しております。 

 また、医療分保険税につきましても、課税所

得が大きく減少いたしておりますので、繰越金

を可能な限り充当して負担の軽減を図り、見直

しを行ったものでございます。 

 このことによりまして、今年度の１人当たり

の医療分保険税は、16年度に比べ一般分で

10.1％、５万9,930円と試算としております。 

 未納、滞納が拡大するのではないかという懸

念でございますが、今回の改正で低所得者の方

への軽減が被保険者の大半を占める旧大洲市で

は、６割、４割から７割、５割、２割の軽減制

度に拡大いたしております。このことによりま

して、全体でその世帯数は6,525世帯となり、

全体の約63％が軽減世帯となるものでございま

す。 

 国民健康保険税は、医療給付費、老人医療保

険拠出金並びに介護納付金を賄うために保険税

をお願いしている会計でございます。課税所得

が減少する状況にありますが、保険税は16年度

に比べ今年度は減額しておりますので、御理解

をいただきたいと思います。 

 なお、今後におきましても引き続き被保険者

に対する保健事業を推進いたしまして、疾病の

早期発見等を行い、医療費に対する負担が過大

とならないように努めてまいりたいと思います

ので、御理解を賜りたいと思います。 

 続きまして、４歳未満までの医療費無料化に

ついてでございます。 

 市では疾病の早期発見と治療の促進のため、

愛媛県の乳幼児医療費助成事業に基づきまし

て、３歳未満児の入院と通院及び６歳未満の入

院にかかる医療費の助成を行っているところで

ございます。 

 市といたしましては、依然として厳しい財政

状況でございますので、単独での対象年齢の引

き上げは難しいのではないかと考えておりま

す。 

 少子・高齢化の対策につきましては、財政の

乏しい地方自治体が行うのではなく、国全体で

の施策の展開が本来ではないかと考えておりま

す。 

 今後愛媛県におきまして対象年齢が引き上げ

られれば、それに連動する形での実施を検討し

てまいりたいと考えておりますので、御理解を

いただきたいと思います。 

 以上、お答えといたします。 

○城戸秀光監理課長 議長 

○田中堅太郎議長 城戸監理課長 

〔城戸秀光監理課長 登壇〕 

○城戸秀光監理課長 大野議員さん御質問中、

小規模工事の登録制度についてお答えをいたし

ます。 

 現在当市が行っております契約の締結につき

ましては、大洲市建設工事等競争入札参加者資

格審査要綱に基づきまして、２年ごとに指名願

の受け付けを行いまして、これらをもとに総務

部監理課で一括して入札契約を行っておりま

す。 

 平成17年度、18年度の指名願の受け付けにつ

きましては、ことしの３月１日から３月31日ま

での１カ月間行いました。指名願の受付者総数

につきましては1,205業者であり、内訳といた
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しましては、市内業者が189業者、市外業者が

1,016業者となっております。 

 また、入札契約の透明性、公平性を図るた

め、これらのデータをもとに業種ごとに分類、

製本をいたしまして、監理課においてだれでも

閲覧できるように公表をいたしております。 

 議員御質問の小規模工事の登録制度について

でございますが、愛媛県下12市の中では唯一新

居浜市がことしの４月１日から50万円以下の施

設修繕に限りまして実施をされております。当

市におきましては、指名競争入札以外の小規模

な工事いわゆる随意契約工事につきましては、

各担当課がそれぞれ主に指名願提出業者と随意

契約を行っておりますのが現状でございます。 

 その業者の選定方法につきましては、工事規

模、工事内容、地域性、手持ち工事等を配慮い

たしまして適切に選定されているものと思って

おります。 

 仮に小規模工事の登録制度を導入するという

ことになりますと、指名願を提出するために多

大な手間隙と費用をかけておられます業者の方

とのバランスやら、特に受注機会が減少すると

いうことにもなりかねませんので、慎重に対応

をしていかなければならないと考えておりま

す。 

 また、合併によりまして新大洲市がスタート

したばかりでもございますし、入札事務の取り

扱いにつきましても、旧市町村間で取り扱いが

それぞれ異なっておりましたので、調整を行い

まして、ことしの６月１日から基準を統一いた

しまして大洲市建設工事等発注標準を作成いた

しまして公表をいたしたところでございます。 

 このような状況の中、当面の間につきまして

は、指名願の提出業者を原則として随意契約を

締結いたしまして、業者が偏らないように配慮

しながら対応してまいりたいと思っておりま

す。 

 また、今後は他市の動向等を見守りながら検

討をしてまいりたいと思っておりますので、御

理解をいただきますようお願い申し上げます。 

 以上、お答えといたします。 

○叶本正教育長 議長 

○田中堅太郎議長 叶本教育長 

〔叶本正教育長 登壇〕 

○叶本正教育長 私の方からは、教育行政の歴

史公民教科書の選定見直し基準についてお答え

いたします。 

 平成16年度に文部科学省において実施した検

定につきましては、平成18年度から中学校で使

用する教科用図書の検定であり、一部再申請は

あったものの、申請のあった103点すべてが合

格となっております。 

 このうち歴史公民教科書につきましては、各

８点の検定申請があり、全点合格しています。 

 この検定におきましては、１としまして学習

指導要領に基づいた記述であること、２としま

して申請図書の内容に誤りや不正確な記述がな

いこと、３としまして特定の事項等に偏った扱

いとなっていないこと、４としまして国際理解

と国際協調の見地から必要な配慮がされている

こと、５としまして児童・生徒の発達段階に適

応していること、このような検定基準に沿って

行われ、教科用図書検定調査審議会で審査され

たものであります。御指摘のありました扶桑社

の教科書もこの手続を経ておりますので、採択

対象の一つであると考えております。 

 今後の検定スケジュールにつきましては、８

月31日までに来年４月から使用する教科書を採

択することになっております。大洲市におきま

しては、大洲喜多地区教科用図書採択協議会に

おいて調査研究をしていただいており、公正公

平な立場での慎重な審議により、真に生徒の学

習指導に適合し、地域に根差した教育が推進で

きるものを選定していただけるものと考えてお

ります。 

 また、憲法についての御質問ですが、御承知

のとおり、国民主権を維持し、平和を擁護し、

基本的人権を尊重することが、現憲法の基本原
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理であり、これは平和という条件なしには成立

しないものと考えており、第９条は現時点にお

いて平和を保障する国の決意のあらわれだと思

っております。 

 今後とも憲法のもと一人一人が平和を愛し、

お互いを尊重し合える心豊かな教育を推進して

まいりたいと考えておりますので、御理解をお

願いいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 

○50番大野新策議員 議長 

○田中堅太郎議長 大野新策議員 

〔50番 大野新策議員 登壇〕 

○50番大野新策議員 再質問をしたいと思いま

す。１人持ち時間30分ということで、あと８分

ぐらいしか残っていないということなんで、は

しょりますけれども、重点決めてお伺いをした

いと思います。 

 まず、地域審議会委員15人というのは、今

56人の議員がおられますけれども、その議員の

数に匹敵をする60人になります。そして、各地

区で今度は選挙が行われて、定数が30に変わっ

てまいります。長浜７、肱川３、河辺２、そし

て大洲が18というふうになるわけですけれど

も、15人の地域審議委員がどのような形で議会

に審議会で市長の諮問に答えられるのかと。こ

れは審議会が結成されれば、私は審議会の方に

住民の声が集められ、議員の、また議会の形骸

化につながるんではないかというふうに心配を

いたします。改めてそういう心配はないのか伺

いたいと思います。 

 また、選任は支所長が推選するということで

ありますけれども、偏った人事にならないよう

な公平な人選ができるのか、そういうつもりで

臨んでいかれるのか、各支所長に構想を含め所

信を伺いたいと思います。 

 ２番目は国保の問題であります。基金５％を

保有すればいいと、しなければならないという

答弁があります。基金５％といいますと、16年

度の決算を見ましたら約２億円であります。

16年度の保有見込みが２億9,900万円、これは

5,000万円を繰り入れをして残りが２億4,900万

円ありますが、あと4,900万円の繰り入れを行

うならば、さらに国保税の引き上げはこれは十

分抑えられると。再度繰り入れを行うように求

めるわけでありますけれども、見解を伺いたい

と思います。 

 教科書の問題について伺いたいと思います。

大洲、内子で選定を共同して行うということで

ありますけれども、教科書はやっぱり毎日その

教科書に接し、子供たちに正しい歴史観を教育

しているそういう教師の意見を十分反映するこ

とが大切だと思います。選定に当たって、そう

いう立場をぜひ守っていただきたいと思いま

す。 

 また、扶桑社のつくる会は、教科書の採択は

教育委員会が決めるんだという立場で、教育委

員の皆さん方に採択の要望書や一部の地域では

白表紙の見本を送りつけておるという報道もあ

ります。市の教育委員の皆さんにはそのような

資料は送られていないのか、教育委員長は状況

を把握しておられるのか、委員長の方から再答

弁をいただきたいと思います。 

 ４番目は、自主防災の問題でちょっと触れた

いと思います。 

 今大洲地区で４つの自主防災組織が組織され

ていますけれども、今後14の地域で組織化を図

っていくということが答弁の中でありましたけ

れども、ぜひ強めていただいて、水害だけでは

なくて、心配されるのは、昨年の台風で見られ

るような裏山のがけ崩れまた倒木、そういうふ

うな面も含めた住民の安全を守っていくそうい

う組織になるわけであります。そういう点では

ぜひ14地区の公民館でつくられるように指導を

強めていただきたいとお願いをいたします。 

 また、乳幼児の医療の問題で１点だけ再質問

をします。乳幼児医療2,050万円あればできる

じゃないかという質問を行いましたけれども、
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これは難しいという答弁でした。国・県の施策

が行われんと大洲市では難しいという立場であ

ります。 

 そしたら、担当課また市は、国や県に対して

そういう要望、少子化対策で乳幼児の医療を引

き上げるという要求をして予算を大幅にふやし

てほしいと、また制度を変えてほしいと、そう

いう要望をしているのかどうか、その報告も含

めて答弁を求めまして、大体時間来ましたので

終わりたいと思います。ありがとうございまし

た。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 ただいまの大野議員さんの再

質問、地域審議会について私の方から重ねて御

答弁を申し上げます。 

 15人も４地区60人も議員と匹敵するほどふや

して、どの意見を尊重するぞということだろう

と思います。御説よくわかるんですが、合併を

して当面ということもございますし、いろいろ

私の任期に置きかえてみますれば、この４年間

ぐらいは一生懸命走ってやりますが、目に見え

てできることは限られとると思います。 

 ですから、１つは、いろいろな話を聞いて回

るというのが一つの大事な役目でなかろうか

と。私の顔も覚えてもらわないけませんし、本

庁の職員の顔も覚えていただかなかったら、私

も最初、就任早々、この中におられる議員さん

にある会議で名刺を渡しまして、もらってみた

ら大洲市議会議員と書いてありました。大変恥

ずかしかったんですが、そんなことがあるよう

なことからスタートをしとるわけでございます

んで、そういうことを重ねながら、区長会と

か、言われますように、自治会とか、これ今回

できましたら地域審議会、こういうものが各支

所にできるわけですから、そしたら市長はどの

組織のことを一番聞くんぞ、議員は何のために

おるんぞということ、私も御説よくわかります

んで、それから私も議員としての経験上、そう

いうことで嫌な思いをしたこともあります。私

の言うことをええかげんに聞いて、区長さんの

言うことを尊重されて物ができたり、あんまり

ええ気はしません。そのことはよく経験上知っ

ておりますんで、そんなことも踏まえながら、

軽重をつけるというのは語弊があるかもしれま

せんが、やはり将来的にはそういうものがいい

組織になって、そして皆さんの声が反映できて

一つの形が地域の優先的な、どれが大事なんか

ということが取り上げていけるような組織にし

ていく志向でやっていきたいと、こう認識をし

ておりますんで、そう受けとめていただいて結

構だと思います。 

 その他の問題につきましては、いろいろ答弁

の機会を与えていただきまして、私の方から厚

く御礼を申し上げます。それぞれ答弁させます

んで、よろしくお願いします。 

○上川慶信長浜支所長 議長 

○田中堅太郎議長 上川長浜支所長 

〔上川慶信長浜支所長 登壇〕 

○上川慶信長浜支所長 大野議員さんの質問に

お答えいたします。 

 地域審議会選任でございますが、それぞれの

立場から幅広く選んでまいりたいと思っており

ます。大野議員さんがおっしゃいますように、

偏った人選とならないよう、公平公正の立場で

人選を行ってまいりたいと思いますので、御理

解のほどをよろしくお願いいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○櫻田和明肱川支所長 議長 

○田中堅太郎議長 櫻田肱川支所長 

〔櫻田和明肱川支所長 登壇〕 

○櫻田和明肱川支所長 大野議員さんの御質問

にお答えいたします。 

 当支所におきましても、選任を任されました

以上、公正公平な立場の方々を責任を持って選

任をいたす所存でございます。 

 なお、その過程におきましては、地元の議員

－88－ 



さんの御協力もまたお願いしたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○河本治河辺支所長 議長 

○田中堅太郎議長 河本河辺支所長 

〔河本治河辺支所長 登壇〕 

○河本治河辺支所長 河辺支所でございます。

大野議員さんの御質問にお答えをいたします。 

 河辺支所におきましても、各組織、団体と、

また各年齢相互交流いたしまして、河辺町内に

おけます地域的なものもあわせて考えまして、

偏った選考をしないよう公正公平な選考になる

ようにさせていただいたらと思います。よろし

くお願いいたします。 

○山田一昭市民福祉副部長 議長 

○田中堅太郎議長 山田市民福祉部副部長 

〔山田一昭市民福祉副部長 登壇〕 

○山田一昭市民福祉副部長 再質問にお答えを

いたします。 

 国保について基金は５％以上あるのだから、

５％まで回して抑えたらという御意見でござい

ますが、国・県の指導では、国保の基金は最低

５％ということでございまして、理想的にはそ

れ以上が望ましいということです。 

 例えばインフルエンザの急な蔓延等とか、い

ろんな事態に備えるために基金はある程度持っ

ておく必要性がありますので、今回は合併の調

整ということでやむを得ず基金を利用させてい

ただきましたが、可能であれば利用したくはな

かったんですが、率を統一するということを主

眼に置いて調整いたしました結果、基金を

5,000万円使わせていただいたので、その点に

つきましては御理解をいただきたいと思いま

す。 

 さらにもう一点、乳幼児の医療費についてで

ございますが、国・県に要望しているのかとい

う御質問でございますが、県の方には担当者レ

ベルでそのような要望はいたしておりますが、

県の方もなかなか、わかりました、それでは実

施しましょうというような形での御返事はいた

だいてないのが現状でございます。 

 少子化対策とかということであれば、国で統

一的な形で実施していただくのが本来ではない

かと考えておりますので、この点につきまして

も御理解をいただきたいと思います。 

 以上、お答えといたします。 

○岩田德幸教育委員会委員長 議長 

○田中堅太郎議長 岩田教育委員長 

〔岩田德幸教育委員会委員長 登壇〕 

○岩田德幸教育委員会委員長 失礼いたしま

す。 

 突然の御指名をいただきました岩田でござい

ますが、教科書検定につきましては、ただいま

大野議員さんが御指摘のように、憲法及び教育

基本法が目指す有為な日本人の育成、それから

教育課程審議会それから学習指導要領、こうい

ったものに基づく義務教育における非常に重要

な問題であると。 

 その選定基準及び経過については、先ほど教

育長が答弁したとおりでありますが、私はそう

いった理念に基づいて、そういう法令及び理念

に基づいて、しかも社運をかけて一生懸命につ

くられた教科書が、しかも検定を合格したもの

については、私たちは公平に見て採択をしてい

かなければならないと思っていますが、先般５

月19日に第１回の会合を大洲と内子の教育委員

長及び教育長それからその他で集まりまして、

計画を立てて推進しているところであります。 

 この採択に当たっては、ただいま大野議員さ

んがおっしゃったように、教育委員会が選定す

るのではないかという質問がありましたが、全

くそういうことはございません。 

 先般も大洲警察署の刑事から電話をいただき

まして、ただいまから委員長宅へ訪問して、教

科書採択にかかわる問題についてお伺いをした

いということでしたので、どうぞいらっしゃい

と、いつでも時間をあけて待っておりますとお

待ちしておりましたら、午後１時15分においで
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になりました。そして、この教科書採択に対す

るいろんな問題について、憲法の問題から始ま

りまして、教科書をつくる会とか歴史をつくる

会とか、いろんな団体からの圧力はないかと

か、いろんなことについて御質問をいただきま

した。 

 これについては、先般の教育委員会で教育委

員さんにいろいろお伺いして、そういう実態を

把握しておりますし、そういった採択の流れを

十分熟知しておりますので、十分にお答えをし

たわけですけれども、ただいま大野議員さんが

御指摘のような疑惑は、今大洲市、内子町にお

ける教科書採択の過程では一切私は認めており

ませんので、そういった意味で厳正、公平な教

科書の採択に向けてこれから頑張っていきたい

と思っております。また、いろいろ御指導をい

ただきたいと思います。 

 簡単ですが、御説明終わります。 

○白石隆壽総務副部長 議長 

○田中堅太郎議長 白石総務部副部長 

〔白石隆壽総務副部長 登壇〕 

○白石隆壽総務副部長 ただいまの再質問にお

答えをいたします。 

 自主防災組織の推進でございますが、自主防

災組織は、御案内のとおり、防災知識の啓発そ

れから防災訓練、初期の消火活動あるいは救

護、避難所への誘導と、こういった役割を担っ

ておるわけでございます。 

 したがいまして、議員さん御質問のように、

公民館単位で今後も順次整備を図ってまいりた

いと、このように考えておりますので、よろし

くお願いをいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○田中堅太郎議長 再々質問はありませんか。 

（50番大野新策議員「構んです」と呼

ぶ） 

 次に、清水美孝議員の発言を許します。 

○２番清水美孝議員 議長 

○田中堅太郎議長 清水美孝議員 

〔２番 清水美孝議員 登壇〕 

○２番清水美孝議員 議長の許可がありました

ので、通告をしております質問をさせていただ

きます。 

 また、問題の重要性と発言の順番もあり、質

問がダブることもあると思いますが、私の立場

からの質問をいたしますので、よろしくお願い

いたします。 

 まず、山鳥坂ダム建設に関するつけかえ道路

の経緯と現道の状況についてお聞きします。 

 県道小田河辺大洲線は、山鳥坂ダム建設問題

で長い間放置され、大変厳しい状況にありま

す。特に未改良区間にはおびただしいタイヤの

スリップ痕があり、危険きわまりない状況であ

ります。このような道路状況は長年にわたり放

置されておりますが、その上流に住む者にとっ

ては、ダム建設予定地の人々にまさるとも劣ら

ない不便、不利益を受けており、全く希望の持

てない現実があります。 

 肱川河川整備計画の中では、山鳥坂ダム建設

と鹿野川ダム改修をメーンに、中・下流域への

手厚い配慮がなされておりますが、ダム予定地

区の上流域に対しては全くと言っていいほど配

慮がなされていません。上流地域に対しても同

等の配慮と支援を行うべきであります。 

 国・県が真に大洲市を中心とする肱川に

1,300億円をも超える巨費を投じる考えが真に

あるならば、合併の最低の条件でもある主要県

道、生活道でもこの県道に対して、まず優先的

に改良を行うべきだったと思います。 

 この区間の改良は、1.5車線改良がベストで

あり、安価でかつ短期間で改良されると思われ

ます。長年にわたり放置され、今後も数年にわ

たり放置されることは耐えがたい現実であり、

方向を変えて見ますと、救急車の要請の場合な

ど河辺町に上がるのに30ないし40分もかかり、

救急病院に着くのに同等以上の時間を要してお

ります。患者によっては生命をも危険にさらす

ことになります。 
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 このような状況の中、つけかえ道を優先的に

行うとのことでありますが、このつけかえ道に

ついての測量、設計、買収など現在の状況はど

うなっているのかお聞きします。 

 それとともに、現道改良が二重投資の名のも

とに今後も放置されるならば、河辺町を通るも

う１本の主要県道である内子河辺野村線の改良

の継続と早期改良を県当局に対し市長みずから

強く要望していただきたいと思います。 

 次に、肱川の河川整備と現状についてお聞き

します。 

 全国ではさまざまなダムがつくられ、それと

ともに多くの問題を発生しております。近くに

現存する野村、鹿野川の両ダムにおいても、ｐ

Ｈ濃度、アオコの発生、ヘドロ、堆積土砂の問

題、それと同時に防災上の管理の問題も起こっ

ております。このような問題が山積する中での

山鳥坂ダム建設は、多くの市民が疑問と不安を

増幅させております。 

 整備計画における山鳥坂ダムは、効果とか影

響力に対し、過大な期待と評価がされているの

ではないでしょうか。 

 さて、現在の肱川を見るとき、土砂の堆積に

よる川床の上昇とか、それに伴う中州の増加、

また草木の茂っている中州が数多く見られま

す。 

 このような状況の中、ことしも災害の心配さ

れる時期がやってまいりました。昨年のような

水害を繰り返さないためにも、堤防の整備と相

まって河床の整備と川砂の採取をあわせて行う

べきではないかと提案します。 

 河床を下げることは、一時的に自然を壊すこ

とになるとも言えますが、ダムをつくり、水を

腐らし、人の心を腐らし、自然を壊すことに比

べれば傷は浅いと思います。 

 さて、大洲市ではうかい、いもたき、花見な

どを初め数多くの観光面にも力を入れておられ

ますが、これもきれいな川、きれいな水、そし

て災害の少ない肱川でなくては成り立たないと

私は思います。 

 しかし、如法寺河原のように道路より高い河

原が現実にあり、対岸の柚木地区では浸水が起

こるという現実もありました。このような矛盾

と水害はなくすべきだと思いますし、被災者の

立場で対応がなされるべきだと思います。 

 いずれにしましても、目的の違う２つのダム

が上流に現存する以上、水害防止の管理、ダム

操作が行われるべきであると思いますが、現在

の管理体制またはマニュアルに市民並びに市長

の声が、意見が反映される状況にあるのかどう

かお聞きしたいと思います。 

 以上で私の第１回の質問を終わります。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 ただいまの清水議員さんの御

質問にお答えをいたしたいと思います。 

 まず、２番目の大きいテーマでございます肱

川の河川整備と現状についてでございますが、

今議員さんが御指摘されます河道内の掘削につ

きましては、下流域並びに河川環境への影響が

あること、また次期の洪水時に復元する可能性

もあることから、河川整備計画の期間内では原

則的には実施しないと伺っておるところであり

ますが、平成16年、昨年の洪水により発生しま

した河道内の倒木等については、下流域の橋等

に影響することから、出水期までには撤去する

ということで、河道内の適正な維持管理に努め

ていただいておるところでございまして、皆さ

ん御承知のとおりでございます。 

 なお、旧大洲市街地付近は城下町として古く

から栄えて人と川の結びつきを感じさせる地域

でありまして、川に関連した行事等が盛んに継

続されておりまして、今後につきましても河川

利用の場として整備をしていただき、水郷大洲

の観光資源として継続的な利用を期待している

ところであります。 

 次に、ダムの放流につきましては、肱川流域
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は洪水はんらんによる被害を受けまして、特に

平成７年７月の洪水では、中・下流を中心に甚

大な被害を受けました。流域住民からダム操作

の変更について要望が強くあったところであり

ます。 

 このことから、中小規模の洪水に対応した操

作規則については、平成８年６月改定をされて

おります。この結果、鹿野川ダムへの最大流入

量が平成７年７月洪水よりも大きかった昨年の

台風21号、23号においても、基準点大洲の水位

は約50センチ低く、操作ルールの改定は洪水被

害の軽減に寄与したものと考えておる次第でご

ざいます。 

 なお、ダムの操作規則はさまざまな洪水のパ

ターンに対応する必要がありまして、操作ルー

ルは大臣の承認が必要なことから、洪水規模に

対して臨機に対応することはなかなか難しいと

伺っておるところでございます。 

 なお、昨年５月に策定されました肱川水系河

川整備計画では、治水ダム建設、鹿野川ダム大

改造、築堤の３点セットの手法で順次整備をし

ていくということが発表されたわけでございま

して、本年度になってから順次その具体的な方

途について説明を受けつつあるところでござい

ますが、私も就任いたしまして機会あるごとに

本省といわず県といわず陳情を重ねているとこ

ろでございます。特に最近は上・下流、支流

と、積極的に地元へ入っての作業に国・県とも

に取り組みを進めてもらっておる現状でござい

ますので、陳情先では必ず、市長さん地元の段

取りをくれぐれもよろしく進めてくださいよと

言われるのがいつもの会話になっておるところ

でございます。国・県の手伝いをしよるという

位置づけでございますんで、なかなか今会議の

予算上は計数的にはあらわれてこないわけでご

ざいますが、しかし関係職員のみんなもよくそ

れぞれの持ち場を頑張ってくれておりまして、

多くの関係者の方々の特段の御理解と御協力を

得ながら、何としてでもこの問題、清水議員さ

んに言われるまでもなく進めていきたいという

ふうに思っておりますので、また引き続き各議

員さん方には特段の御協力をいただきますよ

う、また叱咤激励をしていただきますようお願

いするのが基本的な私の考えでございます。 

 その他につきましては、けさほど来、きのう

も申し上げました。るる申し上げておりますの

で重複を避けたいと思います。専門的にはまた

建設部長の方から説明をいたさせますので、よ

ろしくお願いしたらと思いますが、道路につい

て内子河辺野村線へ力の入れ方を振りかえちゃ

どうぞという話が１つあったわけでございます

が、私はそのつもりはございません。今お願い

をしております小田河辺大洲線、この線につい

てお約束どおり進めていく。それも測量あたり

もつけかえ道路、ダム堤から下と上とに分かれ

ておるわけですが、上の分につきましては、河

辺寄りについては大体順調にいきよるわけでご

ざいまして、下半分、ダムの本体から下の分が

ちょっとおくれ気味でおるということで、今推

進方を特に力を入れておるところでございまし

て、この線についてのつけかえをして、そして

今度は左岸の問題もあるわけでございますん

で、右岸だけではございません、左岸の方もあ

わせて進捗をさせていくという気持ちで変わり

はございませんので、ひとつよろしくお願いし

たらと思います。 

 以上、お答えをいたします。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○田中堅太郎議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 それでは、私の方か

らは山鳥坂ダム建設にかかわるつけかえ道路の

経緯及び現状について御説明をしたいと思いま

す。 

 お答えする前に、市長さんもおっしゃいまし

たけども、大変河辺に通じます県道の進捗がお

くれておりまして、まことに申しわけなく存じ

ております。 
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 それでは、まず最初に主要地方道の小田河辺

大洲線のつけかえ道路についてでございます

が、整備の延長は約8.1キロメートルございま

すが、鹿野川大橋から上流に向かう一番問題に

なっております約1.1キロメートルと、それか

ら旧河辺村に近い最上流部の約600メートル、

この２つの区間は県が整備をすることになって

おりまして、ダムサイトを中心とした残りの

6.4キロメートルを国が整備することとなって

今動いております。 

 県の施行区間でございます上流側の約600メ

ートルにつきましては、昨年度測量設計を完了

いたしております。本年度よりは用地取得に入

り、一部工事にも着手することとなっているよ

うでございます。 

 また、肱川大橋からの約1.1キロメートルに

つきましては、午前中の二宮議員にもお答えし

ましたように、測量等のお願いを個別にやって

おるんでございますが、まだ了解がとれておら

ない方がございます。この了解がとられ次第現

地に入る体制は整えてございますので、鋭意努

力をして進めていくように頑張るということで

御理解を願いたいと考えておるところでござい

ます。 

 次に、国の施行区間であります約6.4キロメ

ートルの本線につきましては、16年度におきま

して下敷水地区から上流約３キロの地形測量、

そのうちの2.1キロメートルは既に詳細設計ま

で完了をしているそうでございます。本年度は

残りの900メートルの路線測量と道路の詳細設

計を実施するとともに、その下流側の月野尾か

ら下敷水……。 

 済みません肱川大橋と言うたそうです、鹿野

川大橋でございます。ごめんなさい。申しわけ

ございません。 

 下流側の月野尾から下敷水約2.7キロメート

ルのトンネル部があるんですが、それを除く現

地測量に取りかかると、そういうような進捗状

況となっております。 

 議員さん御指摘のとおり、本当に長い間道路

完成までに時間を要しておりますことから、現

道整備についても、待避所などの局部的な整備

を要望をいたしておるところでございます。本

年度は、山鳥坂地区の岩谷自治センターの上流

100メートルぐらいな付近のところに約60メー

トル間の待避所を施行していただくと、こうい

うことになっているようでございます。 

 本線は肱川と河辺両地区の住民にとってみま

しては、欠かせない生活幹線道路でございます

し、地域間の交流や新しい大洲市の一体性の確

立を図るためにも重要な路線と認識をしており

ます。本路線の早期整備には、地権者そして地

域の住民の皆様の理解と協力が大前提でござい

ますから、市といたしましては、国・県の関係

機関と連携をいたしまして、理解と協力を得ら

れますよう全力を挙げて鋭意努力をしてこれか

らもまいりたいと考えておるところでございま

す。 

 次に、主要地方道の内子河辺野村線の整備に

ついて御質問がございました。市長さんからも

お話がございましたが、この線は河辺地区と内

子町とを結ぶ幹線の生活道路でございまして、

また今申し上げました小田河辺大洲線の迂回路

としても重要な路線であると思っております。 

 このことから、河辺地域におきましては集落

区間の中心として整備が行われておりますし、

また内子町側につきましても、計画的に順次整

備がされているところでございます。 

 しかしながら、現在の道路状況を取り巻く環

境を考えますと、全線改良に至るまでにはこれ

もまた多くの時間が要するんではないかと思い

ますので、今後はまず待避所などの局部的な改

良を含めましてそういう整備などを県の方に要

望していきたいと、このように考える次第であ

ります。 

 議員各位におかれましても、どうぞ引き続き

御協力、御支援を賜りますようお願いを申し上

げまして答弁とさせていただきます。よろしく
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お願いをいたします。 

○田中堅太郎議長 再質問はありませんか。 

○２番清水美孝議員 議長 

○田中堅太郎議長 清水美孝議員 

〔２番 清水美孝議員 登壇〕 

○２番清水美孝議員 再質問をさせていただき

ます。 

 いずれの現道についても待避所を構えるとい

うような話でありましたが、内子河辺野村線に

対しては余り積極的なお答えはなかったように

も感じましたが、柚木地区の被害軽減のために

は、私から提案したいと思うのでありますが、

この地域には堤防設置の予定もないというよう

な話を同僚議員からも聞いておりますが、うか

い乗船場に係留型の浮き桟橋とか、あるいは沈

下型の固定桟橋の設営、またいもたき会場を巨

費を投じて完成を見た大洲城の見える肱南、肱

北の河川広場、公園への移転などを含め考える

べきではないでしょうか。市長の率直なお考え

をお聞きしたいと思います。 

○大森隆雄市長 議長 

○田中堅太郎議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 ただいまの清水議員さんの御

提案でございますが、今言われました柚木とそ

れから緑地公園の下の肱北の河原でいもたきの

会場は柚木から移してはどうぞと。実は私もせ

んだっていつでしたかもらっとったビデオを見

ておらなんだんですが、中江藤樹のビデオを見

ておりましたら、あそこのロケはどうもあの場

所からいもたきをやって天守閣を映しとる、夜

景の夜かがり火をたいてという場面が何遍も出

てきていましたが、言われてみれば清水さんよ

う見といでるなと思った次第でございます。だ

から、柚木につきましても、地元の方からもそ

ういう意見も、話も出とるわけでございまし

て、これも検討に値することかなと思っており

ますが、すぐ今やれることというたら、観光協

会長さんあたりの御意見も聞かな、私が勝手に

も言えんのですが、いもたきあたりの会場を１

年おきにやるとか、希望によってどうするとか

という検討はできるんかなと思っておりますん

で、検討に値する御提案だと思いますので、余

りそう金もかからんかもしれませんし、わかり

ませんが、私が結論を出すわけには、検討させ

ていただいてみたいというふうに思っておる次

第でございます。率直に言えということでござ

いますので、率直に言いましたが、皆さんに相

談する手続が飛んでおりますので、お許しをい

ただきたい。ありがとうございました。 

○田中堅太郎議長 再々質問はありませんか。 

（２番清水美孝議員「ありません」と呼

ぶ） 

 以上で本日の質疑、質問を終わります。 

 これをもって本日の日程を終了いたしまし

た。 

 あす６月15日午前10時から本会議を開きま

す。 

 日程は、本日に引き続き第67議案から第94号

議案までの議案28件に対する質疑と市政全般に

対する質問であります。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○田中堅太郎議長 本日はこれにて散会いたし

ます。 

午後２時58分 散 会 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 
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